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議員提案政策条例の規定による施策等の実施状況及び成果に関する報告書 
 

１ 条例の基本事項 

条例の名称 茨城県食と農を守るための条例 

担当課（室） 農林水産部農業政策課 公 布 日 令和６年３月２９日 

報告の根拠 
第 26 条 知事は、毎年度、この条例に基づく食料と農業及び農村に
関して講じた施策の実施状況及び成果を取りまとめ、議会に報告
するとともに、これを公表するものとする。 

 

２ 条例の概要・施策体系図・推進体制等 

（１）条例の概要 

１ 目的（第１条） 

 我が国において食料安全保障の達成が重要な課題となっているとの認識の下、

食料と農業及び農村に関する基本となる事項を定める。本県農業及び農村の持続

的な発展並びに県民の豊かな食生活の実現に寄与する。 

２ 基本理念（第２条） 

（１）食料は、主食となる米、麦等の重要性を踏まえつつ、県民がいかなる時でも健

康な生活を送ることができるよう、多様化する需要に即した生産並びに安全及

び安心が確保され、かつ、食料自給率の向上が図られることにより、将来にわ

たって安定的に供給されなければならないこと。 

（２）農業は、人間の生命の維持に欠くことができない食料を生み出す重要なもので

あることに鑑み、環境との調和に配慮し、生産基盤の強化・担い手の確保、生

産性・収益性の高い安定した経営により、持続的な発展及び強靱化が図られな

ければならないこと。 

（３）農村は、農業の有する食料の供給の機能・多面的機能が適切かつ十分に発揮さ

れるよう、福祉の向上により、振興が図られなければならないこと。 

３ 関係機関の役割等（第３条－第８条） 

 県の責務、市町村との連携等、関係者の役割（農業者、農業関係団体、食品関

連事業者、県民）を明確化 

４ 基本的施策（第９条－第 25条） 

（１）農畜産物の安定供給の実現（第９条） 

 国際情勢に左右されにくい農業構造への転換・需要に応じた生産体制の強化 等 

（２）環境との調和に配慮した持続可能な農業の推進（第 10条） 

 有機農業・耕畜連携の推進、総合的な病害虫管理の推進、温室効果ガスの排出量削減 等 

（３）農地の適正かつ有効な利用等（第 11条） 

 農地の集積・集約化、遊休農地の利用の促進・発生の防止 等 

（４）生産基盤の総合的な整備等（第 12条） 

 農地、農業用用排水施設、ため池、農道等の総合的・計画的な整備、保全、強靭化 等 

（５）水田農業に対する支援の強化等（第 13条） 

 米、麦等並びに園芸作物及び飼料作物等の生産・品質の確保のための支援 等 

（６）多様な担い手の確保及び育成（第 14条） 

 意欲ある農業者等への生産技術の習得・向上支援、若年農業者の確保・育成 等 

（７）女性の参画等の促進（第 15条） 

 女性の農業経営・地域活動への参画、連携の促進のための環境の整備 等 

（８）意欲ある農業者等による営農指導の実施（第 16条） 

 経験豊かな意欲ある農業者等が営農指導を行うことができる環境の整備 等 
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（９）農業経営の安定（第 17条） 

 経営の健全化支援、相談体制の強化、農業保険等の加入促進、法人経営支援 等 

（10）生産性の向上等による収益性の高い農業の推進（第 18条） 

 スマート農業の推進、需要に応じた生産体制等の構築、輸出、付加価値向上等による販

路の拡大 等 

（11）農業技術の向上等（第 19条） 

 新技術・新品種の開発等、研究者・技術者の育成、食料安全保障に資する試験研究 等 

（12）農村及び中山間地域等の総合的な振興（第 20条） 

 生産基盤・生活環境の整備、地域コミュニティの維持 等 

（13）鳥獣による被害の防除（第 21条） 

 有害鳥獣の個体数を減らすための捕獲、鳥獣による被害を防除する体制づくり 等 

（14）自然災害等による被害の防止及び復旧支援等（第 22条） 

 生産基盤の強靭化、農地等の復旧支援、経営再建支援、事業継続計画策定の普及 等 

（15）地域内の農業者と消費者との循環型ネットワークづくり(第 23条) 

 地域内で消費者が農業者を支える循環型ネットワ-クの実現に向けた県民意識の醸成 

（16）県産農畜産物の利用の促進等（第 24条） 

 県産農畜産物の学校給食への利用促進・消費の拡大 等 

（17）食育を通じた県民と農業者等との相互理解の促進等（第 25条） 

 イベントの開催、食育の推進のための推進組織の育成・人材の確保、県民に対する学習

機会の確保・体験活動の促進、食品ロス削減の県民意識の醸成 等 

 

（２）推進体制 

農林水産部が主体となって庁内関係部局と連携体制をとるとともに、農業政策課

が全体の取りまとめや進捗管理を行う。 
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保健体育課

関係各課
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（３）条例制定後の主な取組 

○ 本条例の基本理念を実現するには、農業が魅力ある産業として次世代に引き継

がれていくよう、「儲かる農業」の実現を進めることが重要。 

○ 県では、「第３次茨城県総合計画」において、農業経営体１経営体当たりの生産

農業所得を令和 11年度 800万円に、「茨城農業の将来ビジョン」では、農業産出

額を令和 32 年には 5,000 億円とする目標を掲げ、本県農業の構造改革に向けた

各種施策を実施。 

○ また、県では、本条例の施行後、各市町村及び関係団体への周知並びに県ホー

ムページへの掲載等を実施。今後も引き続き、本条例の基本理念や推進につなが

る各種施策について、ホームページや SNSを通じて県民に分かりやすく発信。 

 

表１ 生産農業所得（農業経営体１経営体当たり）「第３次茨城県総合計画（R8-R11）」 

 現状値 進捗 目標値 

生産農業所得 

（農業経営体１経営体 

当たり） 

令和６年度 

(令和５年実績) 

415万円 

令和７年度 

(令和６年実績) 

584万円 

令和 11年度 

(令和 10年実績) 

800万円 

データ元：農林水産省「生産農業所得統計」 

 

表２ 農業産出額 「茨城農業の将来ビジョン（令和５年５月策定）」 

 現状値 進捗 目標値 

農業産出額 

令和４年度 

(令和３年実績) 

4,263億円 

令和７年度 

(令和６年実績) 

5,494億円 

令和 33年度 

(令和 32年実績) 

5,000億円 

  データ元：農林水産省「生産農業所得統計」 

 

図１ 茨城県の個人経営体及び法人経営体の推移と将来推計 

 

  データ元：令和２年以前は農林水産省「農林業センサス」「世界農林業センサス」（組替集

計）、令和 32 年は県農業政策課推計値 

 

 

 

 

 

 

R32 R22 R12 R2 H22 H12 H2 
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３ 条例の規定による事業等の実施状況及び成果並びに今後の取組 

（１）農畜産物の安定供給の実現 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度 
最終予算額 
［千円］ 

今年度 
当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
飼料対策推進
事業（飼料国
内自給化緊急

対策事業） 
 

畜産農家、 
営農集団、 
農業法人 等 

輸入飼料価格に左右されない畜産
経営体への転換を進めるため、自給
飼料の生産拡大に対する支援を行う
とともに、未利用農産物や食品残渣
の飼料化の実証経費に対する支援を
行う。 

 
【前年度実績】 
・自給飼料の生産拡大支援：14.6ha 
・補助件数：6件 

・補助金額：1,430千円 
 

 
6,500千円 

 
 
 
 

 
 
 

 

【今後の取組】 
飼料対策推進
事業（飼料国
内自給化緊急
対策事業） 
 

畜産農家、 
営農集団、 
農業法人 等 

国産飼料に立脚した畜産経営体の
育成を図るため、引き続き国産飼料化
を推進する。 

 
5,400千円 
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【前年度の実
施状況及び成
果】 

茨城県 GAP 
推進事業 
 

 

農業者、 
農業者団体
(JA 部会、

農業組織、
農業法人) 

農業者等に対して GAPに係る意識啓
発を図るため、GAPセミナー（年２回）
を開催。 

普及センターの普及指導員等が GAP
の実施を推進していくに当たって、
GAP に係る専門的な研修を開催するこ
とにより、GAP指導者を養成している。 
国際水準の GAP認証の取得を目指す

農業者等に対しては、GAP 認証の取得
に係る助言指導等を行うアドバイザ
ーを派遣し、国際水準の GAP認証の取
得を支援している。 
 

【前年度実績】 
・GAPセミナー開催実績 

 第１回：18名出席（会場８名・WEB10 名） 

 第２回：12名出席（会場６名・WEB６名） 

・普及指導員等向け研修（JGAP指導員
基礎研修）の受講者数：16名 

  15名（普及指導員） 
  １名（JA職員） 
・GAP 認証取得支援アドバイザーの派
遣件数：５団体（計７回） 

うち、アドバイザーを活用して JGAP認
証等を取得した農業者等の件数：２団
体（うち１団体は取得予定） 
 

 
3,151千円 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【今後の取組】 
茨城県 GAP 
推進事業 
 

 

農業者、 
農業者団体
(JA 部会、
農業組織、

農業法人) 

農業者等に対して GAPに係る意識啓
発を図るため、GAPセミナー（年１回）
を開催。 
普及センターの普及指導員等が GAP

の実施を推進していくに当たって、
GAP に係る専門的な研修を開催するこ
とにより、GAP指導者を養成している。 
国際水準の GAP認証の取得を目指す

農業者等に対しては、GAP 認証の取得
に係る助言指導等を行うアドバイザ
ーを派遣し、国際水準の GAP認証の取

得を支援している。 
 
・GAP に係る意識啓発を図るため引き
続き、GAPセミナーを開催する。 

・GAP 指導を行うことができる普及指
導員を養成するための研修を実施
することにより、本県における GAP
の実施を引き続き推進する。 

・アドバイザー派遣事業により、国際
水準の GAP認証の取得を目指す農業
者等についても引き続き支援する。 

 
4,733千円 
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（２）環境との調和に配慮した持続可能な農業の推進 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度 
最終予算額 

［千円］ 

今年度 
当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
いばらきオー
ガニックステ
ップアップ事
業 

 

 

農協、 
営農集団、 
農業法人・ 
認定農業者、 
市町村  
    等 

環境負荷の低減と農産物の高付加
価値化が期待できる有機農業の取組
拡大に向けて、有機モデル団地の育成
や有機農産物の供給能力の向上等を
支援する。 
また、生産技術の普及に向けた研究

や有機農業指導員の育成等に取り組

み、県が主体的に有機農業を推進する
体制を構築する。 
 

【前年度実績】 
・地域における有機農業産地づくり支

援：４件（常陸大宮市（継続地域）、
笠間市（継続地域）、石岡市（継続地
域）、かすみがうら市（継続地域） 

・荒廃農地等を活用した生産農地確保
の取組に対する支援：２件（計 278a） 

・規模拡大のための農地貸付協力金：
９件（計 205a） 

・有機転換初年度のほ場環境整備等に
対する支援：３件（554a） 

・有機農産物の供給能力向上支援   
 （有機 JAS認証取得支援）：10件（本
事業活用による増加面積合計
35.9ha） 

・有機農産物新商品開発チャレンジ支
援：１件（イチゴ） 

・生産・需要拡大支援 
①いばらきオーガニック推進ネッ
トワークの開催（２回） 
 茨城県有機農産物認証制度や学

校給食をテーマに意見交換を実施
（９月 30日）。また、有機農産物の
加工拡大、生産・流通のマッチン
グに係る意見交換会を開催（２月
24日）。 

②生産技術の普及等に向けた試験
研究 

・有機栽培における施設葉物野菜の収
量安定化に貢献する施肥予測技術
の開発（園研、令和５～９年） 

・カンショの高付加価値化に向けたオ
ーガニック栽培技術と特徴ある新

 
129,375千円 
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品種に適する干しいも加工技術の
開発に関する試験研究事業（農研、
令和４～８年） 

・茨城県農産物差別化のための有機農
産物と一般農産物の抗酸化能の違
いの解明（農研、令和４～８年） 

・本県の水稲有機栽培に適応性の高い
除草技術及び施肥技術の開発・実証
（農研、令和６年～８年） 
・有機農業指導員の育成：30 人育成
（令和８年３月末時点累計 79人） 
・土づくりの推進支援（資源循環型農
業の推進）：実績無し 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【今後の取組】 

いばらき有機
農業トップラ
ンナー事業 
 

 

農協、 

営農集団、 
農業法人・ 
認定農業者、 
市町村  
    等 

本県の有機農業の生産・流通拡大及

び収益性向上のために、荒廃農地等を
活用した生産環境整備、機械等の導入
による団地育成や有機農産物の差別
化などを支援する。 

また、指導人材の育成や技術開発に
も取り組む。 
 

 

178,760千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
良質堆肥広域

流通促進事業 
 

畜産農家、 
堆肥利用集
団 
    等 

霞ヶ浦・涸沼流域内の畜産農家に対
し、家畜排せつ物処理施設の整備・補
改修の支援や、良質な堆肥を流域外等
で利用する取組を支援することで、畜

産農家での効率的な処理と霞ヶ浦・涸
沼への負荷低減を図る。 
 
【前年度実績】 
・堆肥舎等 １件 
 ブロア付き堆肥舎１件（令和６年度
から繰越） 

 固液分離機 １件 
・堆肥の広域流通 ９集団 
 

 
34,035千円 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

【今後の取組】 
良質堆肥広域

流通促進事業 
 

畜産農家、 
堆肥利用集

団   等 

引き続き、良質堆肥の生産と流域外
での利用を推進することで適正施肥

と霞ヶ浦・涸沼への負荷軽減を図る。 
 

 
60,087千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
畜産堆肥循環
型農業団地形
成モデル事業 
 

畜産農家、 
耕種農家 

良質な堆肥を生産する畜産農家と
その堆肥を利用する耕種農家との耕
畜連携により、資源循環型の農業団地
を形成し、新たな農業所得向上モデル
を確立する。 
 

【前年度実績】 
・農業団地設立 １団地 
・取組内容 ペレット堆肥製造施設整

備、ペレット堆肥散布

 
26,864千円 
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機、堆肥流通支援 
 

【今後の取組】 

畜産堆肥循環
型農業団地形
成モデル事業 
 

耕種農家 畜産農家が生産したペレット堆肥

等の流通体制構築のため、耕種農家向
け堆肥散布機械の導入や堆肥の利用
を支援する。 
 

 

8,000千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
茨城県グリー
ンな栽培体系
加速化事業 
 

 

協議会、 
都道府県、 
市町村、 
農業協同組
合 

 国のみどりの食料システム戦略緊
急対策交付金を活用し、「環境にやさ
しい栽培技術」と「省力化に資する先
端技術等」への転換を推進するため、
産地に適した技術を検証し、定着を図
る取組を支援する。 
 
【前年度実績】 

・事業活用地区：３地区 
・取組内容：農業用プラスチック削減

及び有機水稲での除草回
数削減による省力化 

・補助金額：3,307千円 
 

 
3,426千円 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

【今後の取組】 
茨城県グリー
ンな栽培体系
加速化事業 
 

 

協議会、 
都道府県、 
市町村、 
農業協同組
合 

みどりの食料システム戦略に示さ
れた生産力向上と持続性の両立に向
け、引き続き、産地に適した技術の検
証及び定着を支援する。 
 

 
10,800千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
環境保全型農
業直接支払事
業 
 

 

農業者の組
織する団体、 
一定の条件
を満たす農
業者 

 環境保全を重視した農業へ転換す
るため、化学肥料・化学合成農薬の使
用を県の慣行レベルから原則５割以
上低減する取組又は有機農業の取組
と併せて、地球温暖化防止・生物多様
性保全に効果の高い営農活動に取り
組む農業者団体等に対し、国・市町村
とともに掛かり増し経費を支援する。 
 
【前年度実績】 
・取組市町村数     25  

・取組件数       51件 
・実施面積       548ha 
 内訳：堆肥      118ha 
    緑肥       52ha 
    有機      379ha 
 

 
47,562千円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

【今後の取組】 
環境保全型農
業直接支払事
業 
 

 

農業者の組
織する団体、 
一定の条件
を満たす農
業者 
 

引き続き、県内の農業者等に対し、
環境保全型農業についての理解促進
を図るとともに、有機農業に関する普
及指導体制の拡充を図る。 
 

 
54,400千円 
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【前年度の実
施状況及び成
果】 

総合的病害虫
管理技術実証
事業 
 

 

 

県 高度な薬剤抵抗性を獲得すること
により、農薬による防除が難しくなっ
ている昆虫等に対して、天敵昆虫や防

除資材等を利用した農薬のみに頼ら
ない総合防除技術を確立し、生産現場
に普及する技術を実証する。 
 

【前年度実績】 
・実証技術数：１ 
（コナジラミ類の天敵昆虫であるタ
バコカスミカメを利用した総合防
除法の確立） 
 

 
559千円 

 

 
 
 
 
 

 

【今後の取組】 
総合的病害虫

管理技術実証
事業 
 

県 農薬のみに頼らない総合防除技術
を確立するため、継続して取り組む。 

・実証技術数：１ 
 

 
690千円 

【前年度の実

施状況及び成
果】 
いばらき重要
病害虫総合防
除対策事業 
 

 

農業者団体 

等 

 温暖化や高度な薬剤抵抗性の発達

等により、本県における重要病害虫が
まん延する地域定め、当該地域のうち
特に被害が大きい地区を重点地区、重
点地区以外の地域を一般地域と設定
する。 
重点地区における総合防除技術の

実証、一般地域における総合防除技術

の導入面積拡大に必要な経費を支援
する。 
 
【前年度実績】 
対象病害虫：ピーマン黄化えそ病 
・重点地区の取組件数：２件 
・一般地域の取組件数：４件 
・補助金額：6,512千円 
 

 

10,260千円 
 
 

 

【今後の取組】 
いばらき重要
病害虫総合防

除対策事業 
 

 

農業者団体 
等 

 引き続き、重要病害虫の防除に向
け、総合防除技術の実証や導入面積拡
大に係る経費を支援する。 

 
対象病害虫：ピーマン黄化えそ病 
 

 
12,212千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
地域循環型エ
ネルギーシス
テム構築事業 
 

 

農業者 等  営農型太陽光発電設備設置下に最
適な作目や栽培体系、発電設備の設計
等についての検討を支援し、その結
果、最適化された営農型太陽光発電設
備の導入実証を支援する。 
 
【前年度実績】 
・実績無し（１件相談有り） 
 

 
0千円 
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【今後の取組】 
地域循環型エ
ネルギーシス

テム構築事業 
 

 

農業者 等 引き続き、みどりの食料システム戦
略に基づき、地域の再生可能エネルギ
ー資源を活用した地域循環型エネル

ギーシステムの構築のための取組を
支援する。 
 

 
10,000千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
みどりの食料
システム戦略
推進事業 
 

県、事業者  環境負荷低減の取組の定着・拡大に
向けた取組をトータルにサポートす
る体制の構築のための取組や、環境負
荷低減の取組に対する設備の支援を
行う。 
 
【前年度実績】 
・令和７年７月に、県・市町村等の関

係者で構成する「茨城県みどりトー
タルサポートチーム」を設立し、環
境負荷低減に関する研修会（年２
回）や、消費者理解の醸成に向けた
イベント（年１回）を実施した。 

・基盤認定事業者の化学農薬の代替と
なる国産天敵農薬生産施設（環境制
御機能付きコンテナハウス）を増設
するに当たり、天敵農薬の生産体制
の強化を支援した。 

 

 
18,714千円 

【今後の取組】 

みどりの食料
システム戦略
推進事業 
 

 

県、市町村、 

農業者 等 

 みどりの食料システム戦略に基づ

き、環境負荷低減等の取組や、それら
を広げるための環境づくりを支援す
る。 
・みどりトータルサポートチームにお
いて、みどり認定を推進するととも
に、環境負荷低減に関する研修会
や、消費者理解の醸成に向けたイベ
ント等を実施する。 

・有機農業拠点の創出に向けて有機農
業実施計画の策定とその実現に必
要な試行的な取組、体制づくりを支
援する。 

・特定環境負荷低減事業活動実施計画
等の認定を受けて行う機械・施設の
導入を支援する。 

・有機農業の拡大に意欲的な農業者に
対して、スマート農業技術に関する
農業機械や設備の導入を支援する。 

 

 

81,248千円 

 

 

  



11 
 

（３）農地の適正かつ有効な利用等  

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度 
最終予算額 

［千円］ 

今年度 
当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
農地中間管理
事業 

（公社）茨城
県農林振興
公社  

等 

農地の中間的受け皿となる農地中
間管理機構の整備・運営等に対する
支援や同機構に一定割合以上の農地
を貸し付けた地域への支援を行う。 
 

【前年度実績】 
・担い手への集積面積 約 1,777ha 

 

 
418,342千円 
 

 

【今後の取組】 
農地中間管理
事業 

（公社）茨城
県農林振興
公社  

等 

引き続き、農地中間管理機構を軸
として担い手への農地の集積・集約
化を推進する。 
 

 
601,256千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
遊休農地解消
対策事業 

（公社）茨城
県農林振興
公社  

等 

担い手への農地の集積・集約化を
促進するため、農地中間管理機構が
遊休農地を借り受け、解消するため
に必要となる経費を支援する。 
 

【前年度実績】 
・解消面積   1.20ha 

 下妻市 49a、城里町 31a、坂東市 40a 
 

 
643千円 

 
 

 

【今後の取組】 
遊休農地解消
対策事業 

（公社）茨城
県農林振興
公社 

等 

引き続き、機構との連携により遊
休農地を解消し、担い手への農地の
集積・集約化を促進するために当事
業の活用を推進する。 
 

 
6,405千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
いばらきオー
ガニックステ

ップアップ事
業 
【再掲】 
 

 

 

農協、 
営農集団、 
農業法人、 
認定農業者、 
市町村  

    等 

環境負荷の低減と農産物の高付加
価値化が期待できる有機農業の取組
拡大に向けて、有機モデル団地の育
成や有機農産物の供給能力の向上等
を支援する。 

また、生産技術の普及に向けた研
究や有機農業指導員の育成等に取り
組み、県が主体的に有機農業を推進
する体制を構築する。 
 

【前年度実績】 
・地域における有機農業産地づくり
支援：４件（常陸大宮市（継続地
域）、笠間市（継続地域）、石岡市（継
続地域）、かすみがうら市（継続地
域） 

 
129,375千円 
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・荒廃農地等を活用した生産農地確
保の取組に対する支援：２件（計
278a） 

・規模拡大のための農地貸付協力
金：９件（計 205a） 

・有機転換初年度のほ場環境整備等
に対する支援：３件（554a） 

・有機農産物の供給能力向上支援   
 （有機 JAS 認証取得支援）：10 件
（本事業活用による増加面積合計
35.9ha） 

・有機農産物新商品開発チャレンジ
支援：１件（イチゴ） 

・生産・需要拡大支援 
①いばらきオーガニック推進ネッ

トワークの開催（２回） 
 茨城県有機農産物認証制度や
学校給食をテーマに意見交換を
実施（９月 30日）。また、有機農
産物の加工拡大、生産・流通のマ
ッチングに係る意見交換会を開
催（２月 24日）。 

②生産技術の普及等に向けた試験
研究 

・有機栽培における施設葉物野菜の
収量安定化に貢献する施肥予測技
術の開発（園研、令和５～９年） 

・カンショの高付加価値化に向けた
オーガニック栽培技術と特徴ある
新品種に適する干しいも加工技術
の開発に関する試験研究事業（農

研、令和４～８年） 
・茨城県農産物差別化のための有機
農産物と一般農産物の抗酸化能の
違いの解明（農研、令和４～８年） 

・本県の水稲有機栽培に適応性の高
い除草技術及び施肥技術の開発・
実証（農研、令和６年～８年） 

・有機農業指導員の育成：30人育成
（令和８年３月末時点累計 79人） 
・土づくりの推進支援（資源循環型
農業の推進）：実績無し 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

【今後の取組】 
いばらきオー
ガニックステ
ップアップ事
業 
【再掲】 

農協、 
営農集団、 
農業法人・ 
認定農業者、 
市町村  
    等 

本県の有機農業の生産・流通拡大
及び収益性向上のために、荒廃農地
等を活用した生産環境整備、機械等
の導入による団地育成や有機農産物
の差別化などを支援する。 

また、指導人材の育成や技術開発
にも取り組む。 

 
178,760千円 
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（４）生産基盤の総合的な整備等 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度 
最終予算額 

［千円］ 

今年度 
当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
農地防災 
減災事業 

県、 
市町村、 
土地改良区 
    等 

 地震や集中豪雨等による農業用施
設等の災害を防止し、農村地域の防災
力の向上を図る。 
 
【前年度実績】 
・農地防災減災事業 計 17箇所 

内訳 ため池等整備 13箇所 

   地盤沈下対策  2箇所 
   湛水防除  2箇所 

 

 
1,591,190 

千円 
 
 
 
 

 
 

【今後の取組】 
農地防災 
減災事業 

県、 
市町村、 
土地改良区 
    等 
 

引き続き、農業用施設の防災力向上
を図る。 
 

 
998,738千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
耕作条件 

改善事業 

市町村、 
土地改良区、 
農業協同組
合、 

農地中間管理
機構、 
農業法人 等 

農地中間管理機構による担い手へ
の農地集積・集約化の推進や高収益作
物への転換を図るためのきめ細かな
耕作条件の改善を支援する。 

 
【前年度実績】 
・42地区 区画拡大、暗渠排水等 
 

 
789,024千円 
 
 

 
 

【今後の取組】 
耕作条件 
改善事業 

市町村、 
土地改良区、 
農業協同組
合、 
農地中間管理
機構、 
農業法人 等 
 

34地区について、引き続き、区画拡
大、暗渠排水等を実施する。 
 

 
599,921千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
県単土地 
改良事業 

市町村、 
土地改良区、 
土地改良区 
連合、 
農業協同組合 
    等 

田畑の整備や老朽化した土地改良
施設の改修などにより、営農の効率化
と農業の振興を図る。  
 

【前年度実績】 
・223地区 農業用用排水施設整備 
 

 
587,212千円 
 
 
 

【今後の取組】 
県単土地 
改良事業 

市町村、 
土地改良区、 
土地改良区 
連合、 

183 地区について、引き続き、農業
用用排水施設整備等を実施する。 

 
698,366千円 
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農業協同組
合   等 
 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
土地改良施設
維持管理適正
化事業 

土地改良区 
    等 
 

 農業用水路や機場等の土地改良施
設の定期的な整備補修及び防災・減災
力の強化を図るため、土地改良施設維
持管理適正化事業を実施する土地改
良区等に対し、事業費の 30％を助成す
る（県は土連を通した間接補助）。 
 
【前年度実績】 
・実施地区等 56地区、66施設 
 

 
265,196千円 
 
 
 
 

 

【今後の取組】 
土地改良施設

維持管理適正
化事業 

土地改良区 
    等 

 

引き続き、必要な県予算の確保に努
め、土地改良区等が行う補修等により

機能維持や防災・減災力の強化が図ら
れるよう支援する。 
 

 
269,480千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
経営体育成基
盤整備事業 

県 区画整理や用排水施設、農道等の農
業生産基盤整備と、集落道路、集落排
水路などの生活環境基盤整備を一体
的に行うとともに、基盤整備を契機と
して農地の集積、集約化を促進し、効
率的かつ安定的な水田農業経営の確
立を目指す。 
 

【前年度実績】 
・58地区 

区画整理  68.1ha 
用水路  108.1ha 
暗渠排水  34.4ha 
 

 
8,586,049 

千円 
 
 
 

 

【今後の取組】 
経営体育成基
盤整備事業 

県 農業の生産性の向上等を図り、担い
手の効率的な水田営農が可能となる
よう、引き続き、ほ場の大区画化や水
田の汎用化など、生産基盤の総合的な
整備を推進していく。 

 
3,797,854 

千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
県営かんがい
排水事業 

 

県 農業用水の安定供給、排水条件の改
善など水利用の安定と合理化を図る
ため、用排水機場や用排水路などの農
業用用排水施設を整備する。 

また、基幹的農業水利施設の長寿
命化と、ライフサイクルコストの低
減を図るため、効率的な保全対策工
事を行う。 
 

【前年度実績】 
・22地区 

 
2,405,840 

千円 
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用水路   0.7㎞ 
排水路   0.8㎞ 
パイプライン 29.2ha 

施設補修  13箇所 
 

【今後の取組】 
県営かんがい
排水事業 

県 
国営事業関連地区の基盤整備を推

進するとともに、計画的に用水路等を
整備する。 

既存施設の有効活用及び長寿命化
を図るため、施設の劣化状況を把握
し、計画的に対策工事を実施する。 

 
1,612,015 

千円 

【前年度の実
施状況及び成

果】 
県営畑地帯総
合整備事業 

県  高品質な農作物の生産拡大及び安
定供給を図るため、畑地の基盤整備を

進めるとともに、用水を利用した産地
づくりのための畑地かんがい施設等
を総合的に整備する。 

 
【前年度実績】 

・12地区 
 区画整理 27.4ha 
 畑かん  11.7ha 
 

 
1,538,584 

千円 
 
 
 
 

 

【今後の取組】 
県営畑地帯総
合整備事業 

県 担い手へ農地を集積するとともに、
畑地かんがい営農の確立や新たな導
入作物の検討を行う等、地域の実情に

応じた営農の推進・産地づくりを推進
していく。 

 
1,120,775 

千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
農道整備事業
（基幹的農道
整備事業、ふ
るさと農道整
備事業） 

県 農村地域の農業生産、農産物の運
搬・流通及び住民生活の利便性向上を
図る。 
 

【前年度実績】 
 基幹的農道整備事業 

伊師地区（日立市） 
 ふるさと農道整備事業 
  本郷高野地区（神栖市） 

  総上・豊加美地区（下妻市） 
 

 
190,190千円 

 
 
 
 

 

【今後の取組】 
農道整備事業
（基幹的農道
整備事業、ふ
るさと農道整
備事業） 
 

県 農業の生産性の向上に重要な整備
であることから、引き続き、生産基盤
と併せて農道整備を推進していく。 

 
137,750千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 

農業者、 
地域住民 等 

農地・農業用水等の資源や農村環境
を保全していくため、農業者と地域住
民が一体となって行う、農業用用排水

 
1,626,614 

千円 
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多面的機能支
払交付金 

路等の保全管理活動（草刈り、水路の
補修等）や農村地域の環境保全活動
（生態系保全活動、水質保全、景観形成

活動等）を支援する。 
 

【前年度実績】 
全 44市町村 718組織 44,027ha 
 

 
 

 

【今後の取組】 
多面的機能支
払交付金 

農業者、 
地域住民 等 

今後も農業者の減少が予想される
ことから、引き続き、当事業を活用し、
地域が行う農地や水路、農道などの維
持・管理の取組を推進していく。 
 

 
1,626,368 

千円 
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（５）水田農業に対する支援の強化等 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度 
最終予算額 

［千円］ 

今年度 
当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
儲かる産地 
支援事業 

農協、 
営農集団、 
農業法人、 
認定農業者  
    等 

 生産性や付加価値の向上、スマート
農業機械など低コストで高品質な農
作物が生産できる仕組みの導入を進
め、収益性の高いモデル的な農家の育
成を通し、「儲かる農業」の実現を支援
する。 
 また、有機農産物の生産拡大につな

がる農業機械・資材等の導入利用を支
援し、有機農業のモデル的な経営の実
現を支援する。 
 
【前年度実績】 

・対象 34事業主体 
（農業用ドローン、ICTトラクター、

ロボット無人田植機、AI穀物乾燥
機等） 

 

 
106,322千円 

【今後の取組】 
儲かる産地 

支援事業 

農協、 
営農集団、 

農業法人、 
認定農業者  
    等 
 

引き続き、要望調査に基づき事業を
推進することにより、「儲かる農業」の

実現を支援する。 
 

 
96,000千円 
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【前年度の実
施状況及び成
果】 

農産園芸共同
利用施設整備
事業 
（①いばらきの

強い農業づくり

総合支援事業、

②いばらきの産

地パワーアップ

事業、③茨城県

麦大豆生産技術

向上事業、④い

ばらきの共同利

用施設再編集

約・合理化支援

事業、⑤いばら

きの農業支援サ

ービス事業緊急

拡大支援対策） 

 

市町村、 
公社、 
農業者の組

織する団体 
 等 

 国補事業の活用により、生産施設の
整備や農業機械の導入を推進し、本県
農業生産基盤の強化を図る。 

 
【前年度実績】 
・真空予冷設備（ネギ）の整備 
・極多収品種、カラスムギの体系防除
技術の導入 

・集出荷貯蔵施設（ニラ、こだますい
か等）の整備 

・集出荷貯蔵施設（なし）、乾燥調製施
設（水稲）の整備 

（2026に繰越対応） 
・41事業主体（トラクター、コンバイ
ン、ドローン等） 

 

 
763,356千円 

【今後の取組】 
農産園芸共同
利用施設整備
事業 

（①いばらきの

強い農業づくり

総合支援事業、

②いばらきの産

地パワーアップ

事業、③いばら

きの共同利用施

設再編集約・合

理化支援事業、

④いばらきの農

業支援サービス

事業緊急拡大支

援対策） 

 

市町村、 
公社、 
農業者の組
織する団体 

 等 

引き続き、事業を推進することによ
り、本県農業生産基盤の強化を図る。 

 
1,154,622 

千円 

【前年度の実施
状況及び成果】 
農産振興対策
事業 
 

農業者 等 
 
 
 
 

ICT 等のスマート農業の活用や地
域に応じた低コスト栽培技術を導入
し、高品質生産とコスト削減を両立で
きる技術の体系化を推進する。 
また、気候変動に対応した品種及び

栽培管理技術の導入などを支援する。 
さらに、良食味米の頂点を決めるコ

ンテストを開催し、本県で生産される
おいしさを極めた米を選び出すとと

 
5,213千円 
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もに、本県産米の認知向上に取り組
む。 
 

【前年度実績】 
・高温耐性品種、特色ある米づくり、
気候変動に対応した技術に係る米
や畑作物の実証ほの設置：19か所 

・良食味米産地のブランド化に向けた
「いばらき米の極み頂上コンテス
ト」の開催 

・日本穀物検定協会主催の「米の食味
ランキング」において、「県央コシヒ
カリ」及び「ふくまる」で、最高評
価の「特 A」を獲得 

 

【今後の取組】 
農産振興対策
事業 
 

農業者 等 実需者のニーズに対応した米、麦、
大豆などの生産振興を図る。 

 
9,341千円 

 

【今後の取組】 
いばらきの米
トップランナ
ー産地拡大事
業 
【新規】 
 

いばらき米
の極み頂上
コンテスト
の上位入賞
者 等 

県内の良食味産地のブランド化に
向け、全国レベルのコンテストでの上
位入賞を目指す技術開発、農業者によ
るコンテストへの出品促進に取り組
む。 

 
9,900千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
耕作条件 
改善事業 
【再掲】 

市町村、 
土地改良区、 
農業協同組
合、 
農地中間管
理機構、 
農業法人  
    等 

農地中間管理機構による担い手へ
の農地集積・集約化の推進や高収益作
物への転換を図るためのきめ細かな
耕作条件の改善を支援する。 
 

【前年度実績】 
・42地区 区画拡大、暗渠排水等 
 

 
789,024千円 
 
 
 

 

【今後の取組】 
耕作条件 
改善事業 
【再掲】 

市町村、 
土地改良区、 
農業協同組
合、 

農地中間管
理機構、 
農業法人  
    等 
 

34地区について、引き続き、区画拡
大、暗渠排水等を実施する。 

 
599,921千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
県単土地 
改良事業 
【再掲】 

市町村、 
土地改良区、 
土地改良区
連合、 
農業協同組合 
    等 

田畑の整備や老朽化した土地改良
施設の改修などにより、営農の効率化
と農業の振興を図る。  
 

【前年度実績】 
・223地区 農業用用排水施設整備 等 

 
587,212千円 
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【今後の取組】 
県単土地 

改良事業 
【再掲】 
 

市町村、 
土地改良区、 

土地改良区
連合、 
農業協同組合 
    等 
 

183 地区について、引き続き、農業
用用排水施設整備等を実施する。 

 
698,366千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
経営体育成基
盤整備事業 
【再掲】 
 

県 区画整理や用排水施設、農道等の農
業生産基盤整備と、集落道路、集落排
水路などの生活環境基盤整備を一体
的に行うとともに、基盤整備を契機と
して農地の集積、集約化を促進し、効
率的かつ安定的な水田農業経営の確
立を目指す。 

 
【前年度実績】 
・58地区 

区画整理  68.1ha 

用水路  108.1ha 
暗渠排水  34.4ha 
 

 
8,586,049 

千円 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

【今後の取組】 
経営体育成基
盤整備事業 
【再掲】 

 

県 農業の生産性の向上等を図り、担い
手の効率的な水田営農が可能となる
よう、引き続き、ほ場の大区画化や水
田の汎用化など、生産基盤の総合的な

整備を推進する。 

 
3,797,854 

千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
水田畑地化推
進事業 
 

県、 
市町村、 
改良区、 
農協、 
農業法人 等 

米中心の営農体系から野菜等の高
収益作物を導入した営農体系への転
換を推進するため、現在、水田として
営農されている農地を畑地化し、農家
の収益性を向上させ、競争力のある農
業経営の実現を目指す。 
 

【前年度実績】 
・５地区 
 水田の畑地化、汎用化等 

取組面積 11.6ha 
 

 
68,731千円 
 
 
 
 
 
 
 

 

【今後の取組】 
水田畑地化推
進事業 
 

県、 
市町村、 
改良区、 
農協、 
農業法人 等 

引き続き、水田での高収益作物導入
のため、地域の要望を把握し、必要と
なる簡易な基盤整備を推進する。 

 
76,500千円 
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（６）多様な担い手の確保及び育成  

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度 
最終予算額 

［千円］ 

今年度 
当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
農業参入等支
援センター事
業 

県 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
県、 
（公社）茨城
県農林振興
公社 
 

経営相談等の窓口である「茨城県農
業参入等支援センター」において、規
模拡大や法人化などの意向を有する
農業経営体に、中小企業診断士や税理
士等の専門家からなる支援チームを
派遣するなどし、個々の課題解決に向
けた支援を実施する。 

 
【前年度実績】 
・重点支援対象者の選定 16経営体 
 （個人 13、法人 3） 
・専門家派遣延べ件数 95件 

・クイック専門家派遣 19経営体 
 
（公社）茨城県農林振興公社に委託
し、就農相談窓口である「茨城県新規
就農相談センター」を設置して、就農
相談会の開催、無料職業紹介、就農支
援ポータルサイトの運営等を通して、

就農啓発活動や就農情報の発信を行
う。 
 

【前年度実績】 
・就農相談会等の開催 計 30回 
・就農相談人数 671人 
・ポータルサイトのアクセス数 

33,117件    
 

 
37,765千円 
 
 

【今後の取組】 
農業参入等支
援センター事

業 

県 
 
 

 
 
 
県、 
（公社）茨城
県農林振興
公社 
 

引き続き、普及センターとの連携や
農業経営者向けのセミナー開催等を
通して、支援対象者の掘り起こしを行

い、法人化をはじめとする経営課題の
解決に向けた幅広い支援を行う。 
 
引き続き、就農相談等への対応、就

職支援ポータルサイトによる情報発
信等を通して、本県への就農、定着を
支援していく。 
 

 
45,958千円 
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【前年度の実
施状況及び成
果】 

新規就農総合
支援事業 

県、 
市町村 

青年の就農意欲の喚起と定着を図
るため、就農前の研修生に対する資金
の交付（最長２年間）、認定新規就農者

に対する資金の交付（最長３年間）及
び経営発展支援のための施設や機械
導入等の補助を行う。 
先輩農業者等による新規就農者へ

の技術面でのサポート及び農業団体
等の伴走機関が行う研修農場の機械・
施設の導入等、新規就農者のサポート
体制構築に係る支援を行う。 
 

【前年度実績】R8.2月時点 
・就農準備資金等  

９人 交付額 13,500千円 

・経営開始資金等 
  186人 交付額 217,372千円 
・経営発展支援事業 
 通常枠 ３人 

  交付額   13,399千円 
地域計画早期実現支援枠 １人 
交付額 6,122千円 
 

 
294,138千円 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

【今後の取組】 
新規就農総合
支援事業 

県、 
市町村 

引き続き、就農に向けた準備及び就
農開始・経営発展のための資金の交付
による就農意欲の向上と就農者の定

着を進める。 
 

 
756,224千円 
 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
いばらき農業
アカデミー事
業 

県 経営の発展段階に合わせた生産技
術の習得や経営管理能力の向上を図
るため、意欲ある農業者や新規就農者
を対象とした講座を実施する。 
・個々の経営規模や経営段階に応じた
実践的かつ最先端の経営者育成カ
リキュラムのもと、経営者としての
視点、心構え、事業戦略の考え方等
を学びながら、経営モデル等の作成
に取り組む講座を開催。（リーダー

農業経営者育成講座） 
・女性農業経営者育成講座を修了し、
経営管理能力を身につけた女性農
業者がビジネスモデルを実現する
取組を支援。（経営発展モデル実現
アシスト事業） 

 
【前年度実績】 
・32講座を開催し、延べ 4,210人（前
年度比＋132 人）人が講座を受講し
た。受講生の満足度は５点満点中
4.5（前年度と同じ）であった。 

 
30,072千円 
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【今後の取組】 
いばらき農業
アカデミー事

業 
 

県 引き続き、意欲ある農業者に対して
学びの機会を提供し、生産技術や経営
管理能力の向上を支援していく。 

 
31,144千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
県立農業大学
校の設置 

 

県 儲かる農業を実践し、将来の本県農
業を牽引する人材を育成するため、学
生の経営者マインドを醸成する研修
教育を実施する。 
 

【前年度実績】 
・令和７年度は 41 名の卒業生を輩出
し、51％の学生が就農した。その他
の学生も農協や農業関連企業等へ
就職しており、本県農業の担い手と

なっている。 
 

 
教育費 
85,762千円 
運営費 
78,977千円 
国補施設整
備費 
9,433千円 

県単施設整
備費 

27,501千円 
職員給与費 
253,268千円 

 

【今後の取組】 
県立農業大学
校の設置 

県 卒業生の５割～６割が就農してお
り、その他にも農業関係団体や農業関
連企業の役員として活躍しているこ
とから、引き続き、農業機械の導入等
により実践的な研修教育を充実させ、
担い手育成に取り組んでいく。 

 
教育費 
93,727千円 
運営費 
91,772千円 
国補施設整
備費 

9,934千円 
県単施設整
備費 
215,880千円 
職員給与費 
253,213千円 
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【前年度の実
施状況及び成
果】 

バーチャル会
社経営 

県 【前年度実績】 
・農業の経営感覚の醸成を図る経営技
術と生産技術に関する学習活動を

通じて、課題を発見し、創造的に解
決する力を養うことを目的に、農業
関係高校７校で実施した。 

・令和７年度より、個人ごとに区画を
設定して作付けや管理方法等を計
画して実施する「基礎的探究」と、
生産活動における農業所得・農業収
入・必要経費について、計画と実践
を比較・検証する「発展的探究」の
２分野を設定し、プロジェクト学習
の方法を踏まえ、課題設定（仮説）、
計画立案、実施、まとめ（反省、評

価、分析）の一連の流れをもとに、
生徒が主体的に問いを立て、解決を
図る学習活動を展開した。 

・令和８年１月 29 日に最終報告会を
実施し、基礎的探究は 10 チーム、
発展的探究は７チームが報告した。 
報告会では、農業関係団体や農業関
連企業等から、専門的な視点に基づ
く助言を得た。 

・令和７年 12 月に農業担当指導主事
が農業関係高校を訪問し、生産物の
販売経路や農場運営、衛生管理など

の状況等を確認するとともに、各校
の活動の充実・発展を図りながら、
安全な農業生産活動の推進に努め
た。 

 

 

－ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

【今後の取組】 
バーチャル会
社経営 
 

県 令和８年度も、バーチャル会社経営
を継続予定。 

 

－ 

【前年度の実
施状況及び成

果】 
農福連携 
推進事業 

農業経営体 
    等 

農業分野における多様な働き手確
保の一環として農福連携を推進する

ため、農業経営体と福祉事業者の相互
理解に向けた農作業体験会を開催す
る。 
 

【前年度実績】 
・農作業体験会 ６回 
・作業委託契約 ６経営体 
 

 
524千円 
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【今後の取組】 
農福連携 
推進事業 

農業経営体 
    等 

農福連携事業の知名度向上のため、
各種会議等での周知を行う 
多様な労働力の確保のため、農作業

体験会の開催を推進する。 
 

 
982千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
共同受発注セ
ンター機能強
化 

県 
 

共同受発注センターに「農福連携推
進専門員」を配置し、農業者と障害者
福祉事業所のマッチング支援等を行
い、農福連携の促進を図る。 
 

【前年度実績（速報値）】 
・共同受発注センターにおいて 64 件
を斡旋 

 

 
6,433千円 

 
 
 
 

 

【今後の取組】 
共同受発注セ
ンター機能強
化 
 

県 引き続き共同受発注センターに「農
福連携推進専門員」などを配置し、更
なる農福連携の促進を図る。 

 
9,317千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
初動工賃補助 

県 障害者福祉事業所へ農作業等を含
む施設外就労を初めて依頼する経営
体に対して、福祉事業所の障害者が農
作業等の施設外作業に慣れるまでの
試行期間中の工賃の一部を助成する
ことにより、福祉事業所への農作業等
の発注を促進する。 

 
【前年度実績】 
・３経営体へ補助 
・障害者は、農作物の苗植え、収穫、
除草等の作業に従事 

 

 
700千円 

 
 
 
 
 

 
 

 
 

【今後の取組】 
初動工賃補助 

県 引き続き試行期間中の工賃の一部
を助成することにより、更なる福祉事
業所への農作業等の発注を促進する。 

 
1,300千円 

 

【前年度の実

施状況及び成
果】 
農業労働力確
保支援対策事
業 

県 本県農業の持続的な発展のため、国

内だけでなく、海外の優秀な人材を招
き入れ、担い手として活躍してもらう
ことができるよう、外国人材の資格取
得や日本語習得を支援すると共に、不
法就労防止の啓発を実施する。 
 

【前年度実績】 
・資格取得支援実績 20名/８件 
・県警と連携した啓発活動の実施 
・特定技能外国人の派遣事業に係る説 
明会 ６回 

 

2,574千円 
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【今後の取組】 
農業労働力確

保支援対策事
業 

県 引き続き、外国人材の資格取得や日
本語習得等を支援し、本県農業への外

国人材の定着を推進すると共に、不法
就労防止の啓発を実施する。 
 

 
5,434千円 
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（７）女性の参画等の促進  

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度 
最終予算額 

［千円］ 

今年度 
当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
農業・農村男
女共同参画推
進事業 
（農村女性大

学） 

県  男女共同参画を推進するため、農林
水産業分野における女性活躍の理解
を促進。 
・女性の能力開発活動を支援するた
め、普及センターごとに農業技術・
経営に関する女性の能力向上のた
めの研修等を実施。（農村女性大学） 

 
【前年度実績】 
・研修等を 33 回開催、延べ 187 名が
参加した。 

 

 
1,777千円 

 
 
 
 
 

 
 

 

【今後の取組】 
農業・農村男
女共同参画推
進事業 
（農村女性大
学） 
 

県 引き続き、男女共同参画のための理
解を醸成するとともに、女性農業者の
能力向上に資する研修を実施する。 

 
4,072千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
女性農業士活
動促進事業 

県 茨城農業の中核を担う農業者を育
成するため、各地域において自らの農
業経営を確立し、農業の担い手育成や
地域農業の活性化、農村生活の向上な
どについて、リーダーとして活動して
いる者を認定する。 
 

【前年度実績】 
認定者数 1名 
※令和６年度より農業経営士とし
て認定 

 

 
398千円 

 
 
 
 
 
 

 

【今後の取組】 
農業経営士活
動推進事業 

県 茨城農業の中核を担う農業者を育
成するため、各地域において自らの農
業経営を確立し、農業の担い手育成や
地域農業の活性化、農村生活の向上な
どについて、リーダーとして活動して
いる者を農業経営士として認定する。 
※今年度から農業経営士活動推進事
業費へ統合。 

 

 
1,685千円 
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【前年度の実
施状況及び成
果】 

いばらき農業
アカデミー事
業【再掲】 
（リーダー農
業経営者育成
講座） 
（経営発展モ
デル実現アシ
スト事業） 

県  経営の発展段階に合わせた生産技
術の習得や経営管理能力の向上を図
るため、意欲ある農業者や新規就農者

を対象とした講座を実施する。 
・個々の経営規模や経営段階に応じた
実践的かつ最先端の経営者育成カ
リキュラムのもと、経営者としての
視点、心構え、事業戦略の考え方等
を学びながら、経営モデル等の作成
に取り組む講座を開催。（リーダー
農業経営者育成講座） 

・女性農業経営者育成講座を修了し、
経営管理能力を身につけた女性農
業者がビジネスモデルを実現する
取組を支援。（経営発展モデル実現

アシスト事業） 
 
【前年度実績】 
・32講座を開催し、延べ 4,210人（前
年度比＋132 人）人が講座を受講し
た。受講生の満足度は５点満点中
4.5（前年度と同じ）であった。 

 

 
30,072千円 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【今後の取組】 
いばらき農業
アカデミー事

業【再掲】 
（リーダー農
業経営者育成
講座） 
（経営発展モ

デル実現アシ
スト事業） 

県 引き続き、意欲ある農業者に対して
学びの機会を提供し、生産技術や経営
管理能力の向上を支援する。 

 
※令和７年度からは、女性農業経営者
育成講座とリーダー農業経営者育
成講座を統合しており、経営発展モ
デル実現アシスト事業の対象者が

リーダー農業経営者育成講座修了
者に変更となっている。 

 

 
31,144千円 
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（８）意欲ある農業者等による営農指導の実施  

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度 
最終予算額 

［千円］ 

今年度 
当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
農業経営士等
の認定 

県 茨城農業の中核を担う農業者を育
成するため、各地域において自らの農
業経営を確立し、農業の担い手育成や
地域農業の活性化、農村生活の向上な
どについて、リーダーとして活動して
いる者を農業経営士、女性農業士に、
リーダーとして期待される者を青年

農業士として認定する。 
 

【前年度実績】 
認定者数 
・農業経営士      18名 

 ※うち女性１名を認定 
・青年農業士      18名 
 

 
農業経営士
活動推進事
業費  

898千円 
女性農業士
活動促進事

業費 
398千円 

青年農業士
活動促進費 

397千円 

 

【今後の取組】 
農業経営士等
の認定 

県 農業振興に重要な役割を果たして
いることから、引き続き、農業経営士、
青年農業士の認定を実施する。 
 

※令和６年度より、農業経営士と女性
農業士の認定事業を統合し、男女共
に農業経営士として認定しており、
令和８年度から女性農業士活動促
進費は、農業経営士活動推進事業費
に含まれている。 

 

 
農業経営士
活動推進事
業費  

1,685千円 
 
青年農業士
活動促進費 

506千円 

 
 
 

  



30 
 

（９）農業経営の安定  

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度 
最終予算額 

［千円］ 

今年度 
当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
農業近代化資
金利子補給金 

農協等の融
資機関 

 農業者の安定的な農業経営の確立
に資するため、長期運転資金や機械・
施設の取得等幅広い用途に利用可能
な農業近代化資金を貸し付けた融資
機関に対して、利子補給を行う。 
 
【前年度実績】 

・利子補給率    1.25％ 
・貸付利率  1.80％～2.70％ 
・利子補給額   58,304千円 
 

 
59,431千円 
 
 
 
 
 

 
 

【今後の取組】 
農業近代化資
金利子補給金 

農協等の融
資機関 

農協等と連携して制度の周知に努
め、資金の円滑な融通を図る。 

 
78,085千円 

（ 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
農業保険等 

の普及啓発 

県、 
農業共済団体 

自然災害による農作物被害の発生
や価格下落等の様々な経営リスクに
対応するため、農業共済団体や市町村
等と連携し、収入保険や各種共済制度

の加入を促進する。 
 

【前年度実績】 
○農業保険制度の周知等 

・農業者等が参集する会議等における

周知（計 45回） 

・県内のコンビニエンスストアへのチ
ラシ設置 

○国に対する要望 

・全国知事会と連携した保険料等の国
の負担割合引上げ等に係る要望 

○収入保険の加入状況 

・2,250経営体 

（対前年同期比▲３経営体、▲0.01%） 
 

 
521千円 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

（ 

【今後の取組】 
農業保険等 
の普及啓発 

県、 
農業共済団体 

引き続き、様々な機会をとらえて制
度の周知を図るとともに、全国知事会
と連携し、国に対して保険料等の国の

負担割合の引上げ等に係る要望を行
う。 
 

 
482千円 
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（10）生産性の向上等による収益性の高い農業の推進  

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度 
最終予算額 

［千円］ 

今年度 
当初予算額 
［千円］ 

【前年度の
実施状況及
び成果】 
儲かる産地 
支援事業 

農協、 
営農集団、 
農業法人・ 
認定農業者  
     等 

 生産性や付加価値の向上、スマート
農業機械など低コストで高品質な農
作物が生産できる仕組みの導入を進
め、収益性の高いモデル的な農家の育
成を通し、「儲かる農業」の実現を支
援する。 
 また、有機農産物の生産拡大につな

がる農業機械・資材等の導入利用を支
援し、有機農業のモデル的な経営の実
現を支援する。 
 
【前年度実績】 

・対象 34事業主体 
（農業用ドローン、ICTトラクター、

ロボット無人田植機、AI穀物乾燥
機等） 

 

 
106,322千円 

 

【今後の取組】 
儲かる産地 

支援事業 

農協、 
営農集団、 

農業法人・ 
認定農業者  
     等 
 

引き続き、要望調査に基づき事業を
推進することにより、「儲かる農業」

の実現を支援する。 

 
96,000千円 

【前年度の
実施状況及
び成果】 
いばらき高
品質メロン
創出事業 

県 茨城県を代表する農産物であるメ
ロンにおいて、県オリジナル品種「イ
バラキング」等を活用し、外観・食味
ともに極めた逸品を選抜するメロン
コンテストを開催し、高級メロンの創
出に取り組むとともに、その販売を通
じて県産メロンの PR、認知度向上を図
る。 

また、トップレベル生産者の栽培技
術を見える化し、研修会等の開催によ
り、技術向上に意欲的な生産者の生産
技術の向上を図る。 
 

【前年度実績】 
・「KING ＆ QUEENコンテスト 2025」
においては、著名なシェフなどを招
いて審査会及び表彰式を開催し、各
種メディアで取り上げられるとと
もに、受賞したメロンについては、
百貨店等において高価格で販売す

 
17,244千円 
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ることができた。 
 

【今後の取組】 

いばらき高品
質メロン創出
事業 

県 引き続き、外観・食味ともに極めた

逸品を選抜するメロンコンテストを
開催するとともに、過去のコンテスト
受賞者を県で認定し、贈答用市場での
シェア拡大を目指す。 
また、トップレベル生産者の栽培技

術を見える化し、研修会等の開催によ
り、技術向上に意欲的な生産者の生産
技術の向上を図る。 
 

 

19,451千円 

【前年度の
実施状況及
び成果】 

茨城ほしい
もトップラ
ンナーグレ
ードアップ

事業 

県 本県産ほしいものトップブランド
化のため、美味しいほしいもが備える
べき品質基準の精査やプレミアム品

認定による差別化販売推進の取組の
ほか、認知度向上に向けたプロモーシ
ョン活動を行う。 
 

【前年度実績】 
・有識者等からなる「茨城県ほしいも
トップブランド化評価委員会」を２
回開催し、美味しいほしいもが備え
るべき品質基準を精査し、品質基準
を満たす製品を県独自の認定制度
「ほしいも王国いばらきプレミアム

2026」として６製品を認定した。 
・プロモーションとして、「夏のさつ
まいも博 2025」で本県産ほしいもの
販売やリーフレットの配布等を通
じ、PRを実施した。 

・美容・健康面での需要を喚起するた
めビキニフィットネスアスリート
の安井友梨氏をほしいもアンバサ
ダーに委嘱した。 

・1/10 に「全国ほしいもグランプリ
2026」を初開催し、全国 41 点（県
内 28点、県外 13点）の応募の中か

ら、機器分析と食味評価を行い、上
位３点を選定、表彰した。 
 

 
38,529千円 

【今後の取組】 
茨城ほしいも
トップランナ
ーグレードア
ップ事業 

県 引き続き、本県産ほしいものトップ
ブランド化のため、美味しいほしいも
が備えるべき品質基準の精査やプレ
ミアム品認定による差別化販売推進
の取組のほか、認知度向上に向けたプ
ロモーション活動を行う。 
 

 
49,782千円 
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【前年度の
実施状況及
び成果】 

戦略的研究
開発・普及強
化事業 

県  国立研究開発法人や民間企業等と
の共同研究を推進しつつ、他県に先駆
けて ICT や AI 等を活用した先端技術

の開発と現地実証に取り組み、その普
及を加速することで、生産性や付加価
値の向上につなげ、儲かる農業の実現
を図る。 
 
【前年度実績】 
 以下の４課題について取り組んだ。 
①スマート農業技術を活用したイ
チゴの需要に合わせた生育・出荷
制御技術の開発（令和４～８年
度） 

②小玉スイカの安定生産技術の開

発（令和５～８年度） 
③クリ果実の長期冷蔵技術と焼き
栗の長期冷凍技術の開発（令和５
～８年度） 

④水田難防除雑草ナガエツルノゲ
イトウの防除技術開発（令和５～
８年度） 

 このうち、①の紙ポットを用いたイ
チゴ底面吸水育苗における培地冷却
効果と菌密度の関係の成果について、
指導機関が有効活用することで農家
の技術や経営改善が見込まれる主要

成果として、関係機関へ情報を提供
（５月中旬予定）。 
 

 
24,857千円 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

【今後の取組】 

戦略的研究
開発・普及強
化事業 

県 各研究課題は最終年度を迎えるこ

とから、先端技術の現地実装に向けて
研究及び成果の取りまとめに取り組
む。 
 

 

31,606千円 
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【前年度の
実施状況及
び成果】 

農産園芸共
同利用施設
整備事業 
（①いばらきの

強い農業づく

り総合支援事

業、②いばらき

の産地パワー

アップ事業、③

茨城県麦大豆

生産技術向上

事業、④いばら

きの共同利用

施設再編集約・

合理化支援事

業、⑤いばらき

の農業支援サ

ービス事業緊

急拡大支援対

策） 

 

市町村、 
公社、 
農業者の組織 

する団体 等  

 国補事業の活用により、生産施設の
整備や農業機械の導入を推進し、本県
農業生産基盤の強化を図る。 

 
【前年度実績】 
・真空予冷設備（ネギ）の整備 
・極多収品種、カラスムギの体系防除
技術の導入 

・集出荷貯蔵施設（ニラ、こだますい
か等）の整備 

・集出荷貯蔵施設（なし）、乾燥調製施
設（水稲）の整備 

（2026に繰越対応） 
・41事業主体（トラクター、コンバイ
ン、ドローン等） 

 

 
763,356千円 
 

 
 
 
 

【今後の取組】 
農産園芸共

同利用施設
整備事業 
（①いばらきの

強い農業づく

り総合支援事

業、②いばらき

の産地パワー

アップ事業、③

いばらきの共

同利用施設再

編集約・合理化

支援事業、④い

ばらきの農業

支援サービス

事業緊急拡大

支援対策） 

 

市町村、 
公社、 

農業者の組織 
する団体 等  

引き続き、事業を推進することによ
り、本県農業生産基盤の強化を図る。 

 
1,154,622 

千円 
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【前年度の
実施状況及
び成果】 

いばらきグ
ローバルビ
ジネス推進
事業費 

県 輸出に意欲ある農業者等を支援す
るため、国外における現地プロモーシ
ョンや展示商談会への出展などによ

り県産農産物の販路拡大に取り組む。 
 

【前年度実績】 
・県産農産物輸出の主力品目である
コメやかんしょ、常陸牛について、
アジア、北米を中心に現地系商社へ
の営業活動や現地プロモーション、
バイヤー招へいを実施することに
より、新規成約や継続取引が実現す
るなど輸出拡大につなげることが
できた。 

 

○県産農産物輸出額実績 

年度 輸出額（百万円) 

R1 643.0 

R2 737.4 

R3 975.3 

R4 1,316.1 

R5 1,753.1 

R6 3,177.3 
 

 
160,033千円 
 

 
 

【今後の取組】 
いばらきグ

ローバルビ
ジネス推進
事業費[農業
者向け] 

県 更なる輸出拡大に向け、アジアや北
米を主なターゲットに、コメ、かんし

ょ、常陸牛などの既存販路の定着・拡
大に加え、輸出に意欲ある農業者等の
掘り起こしに取り組んでいく。 

 
160,030千円 

 

【前年度の
実施状況及
び成果】 
農産物海外
市場開拓チ
ャレンジ事
業費 

県 県産農産物の戦略的な輸出拡大を
図るとともに、新市場開拓に向けた集
中的なマーケティング、テスト販売及
び商流確保に取り組む。 
 

【前年度実績】 
・更なる輸出拡大を目指し、新たに有

機栽培のいちごを米国へ輸出する
など、新市場開拓に向けた取組を行
った。 

 

 
18,000千円 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

【今後の取組】 
農産物海外
市場開拓チ
ャレンジ事
業費 
 

県 更なる輸出拡大のため、新たな市
場・品目の開拓に向けた商流確保等の
支援に取り組んでいく。 

 
18,000千円 
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【前年度の
実施状況及
び成果】 

特別電源国
補試験研究
費 

県  県総合計画及び農業総合センター
中期運営計画等に基づき、かつ本県の
科学技術の振興及び農業振興に資す

るための、新品種・新技術の開発に係
る試験研究を実施する。 
 
【前年度実績】 

以下の令和７年度完了４課題を含
めた全 14課題について取り組んだ。 
①ICT を活用した本県産ハクサイ及
びダイコンの出荷予測技術の開
発（令和５年～７年度）[完了] 

②ゲノムワイドマーカーによる果
菜類の有用遺伝子集積系統の育
成（令和３年～７年度）［完了］ 

③トマト、ピーマンにおける ICT を
利用した環境制御及び周年安定
生産技術の開発（令和３～７年
度）［完了］ 

④茨城県産サツマイモの高品質周
年出荷のための非破壊選別シス
テム開発［完了］ 等 

 
このうち、①の秋冬どりハクサイの

簡易な出荷期予測シートの開発等の
計 20 成果について、農家等へ情報提
供や指導機関が有効活用することで

農家の技術や経営改善が見込まれる
主要成果として、インターネットでの
公開や関係機関へ情報を提供（５月中
旬予定）。 

 

 
104,869千円 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【今後の取組】 
特別電源国
補試験研究
費 

県 以下の新規１課題を含めた全 11 課
題について、課題推進計画書に基づ
き、先端技術の現地実装に向けて研究
に取り組む。 
・高温環境下に対応した抑制トマト
安定生産技術の確立（令和８～11

年度）［新規］      等 
 

 
87,656千円 
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【前年度の
実施状況及
び成果】 

６次産業化
総合支援事
業費 

県 ６次産業化の取組を拡大していく
ために、６次産業化志向者の掘り起こ
しを行うとともに、発展段階に応じた

きめ細かな支援を行うことで既存実
践者の取組強化を図る。 
・６次産業化に取り組む意欲のある
農業者、及び既に取り組んでいる農
業者が、経営及び販売面での課題解
決に必要な知識と技術の習得を図
る講座を開催（アグリビジネス講
座）（商談スキル向上講座） 

・６次産業化に取り組む農林漁業者
に対して、加工品の試作開発や加工
技術の習得を支援する実験施設（オ
ープンラボ）、及び技術指導員の設

置。 
・農業経営や企業参入に関する HP に
おける、６次産業化に関する優良事
例、支援策の紹介。 

 
【前年度実績】 
・２講座計８回を開催し、延べ 72 人
が受講。 

・オープンラボの利用回数は計 15 回
であった。 

 

 
10,501千円 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 

【今後の取組】 
６次産業化
総合支援事
業費 
 

県 引き続き、６次産業化に取り組む意
欲のある農業者に対して、情報発信と
発展段階に応じた支援を行っていく。 
 

 
12,164千円 

【前年度の
実施状況及
び成果】 
６次産業化
ネットワー
ク活動事業
費 

県 茨城地域資源活用・地域連携サポー
トセンターを設置し、農業者等からの
相談応対によって専門家（プランナ
ー）を派遣し、地域資源の活用による
付加価値向上を推進する。（地域資源
活用・地域連携都道府県サポート事
業） 

農山漁村の自立及び維持発展に向
けて、地域資源を活用しつつ、農山漁
村における定住・交流の促進、農業者
の所得向上や雇用の増大を支援。（地
域資源活用価値創出整備事業） 
農山漁村において新たな事業・雇用

機会を創出する地域資源を活用した
付加価値の創出に必要な取組を支援。
（地域資源活用・地域連携推進支援事
業） 
 

【前年度実績】 

 
11,300千円 
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・地域資源活用・地域連携都道府県サ
ポート事業について、地域プランナ
ー等の派遣件数が 44 回、地域プラ

ンナーの評価が３点満点中 2.3 で
あった。 

 

 
 

【今後の取組】 
６次産業化
ネットワー
ク活動事業
費 
 

県 引き続き、意欲ある農業者等に対し
て専門家の派遣等を通じて、地域資源
の活用による付加価値向上の支援を
行っていく。 
 

 
18,500千円 

【前年度の
実施状況及
び成果】 

銘柄畜産物
ブランド支
援事業 

 

常陸牛振興協
会、 
（公社）茨城県

畜産協会、 
茨城県銘柄豚
振興会、 
いばらき地鶏

振興協会 

 本県産銘柄畜産物のブランド力を
向上するため、PR活動や品質向上対策
への支援を行うとともに、常陸牛煌等

の認定を実施。 
 
【前年度実績】 
・常陸牛の PR や国内外への販促活動

の実施、常陸牛煌の認定実施、ロー
ズポークや奥久慈しゃもの販促支
援、種豚「ローズ D-1」の導入支援、
県産卵の PR活動を実施 

 

 
54,452千円 
 

 
 
 
 

 
 

 

【今後の取組】 
銘柄畜産物

ブランド支
援事業 

 

常陸牛振興協
会、 

（公社）茨城県
畜産協会、 
茨城県銘柄豚
振興会、 
いばらき地鶏
振興協会 
 

儲かる畜産経営体の育成と本県畜
産業の振興を図るため、長期的な戦略

に基づく更なる高付加価値化やブラ
ンド化、国内外における積極的な販路
開拓に取り組んでいく。常陸牛につい
ては、品質を担保した出荷体制の整備
を図る。 

 
72,640千円 

 

【前年度の
実施状況及
び成果】 
高品質常陸
牛生産対策

事業 

 

県内の和牛繁
殖農家又は繁
殖肥育一貫経
営農家 

 常陸牛煌を安定的に生産するため、
遺伝的能力の評価及び脂肪の質に優
れた雌牛の確保経費を支援するとと
もに、受精卵技術を活用して高能力な
繁殖雌牛を効率的に増頭する。 

 
【前年度実績】 
・雌牛の確保支援頭数頭  71頭 
・遺伝的能力評価支援  323頭 
 

 
62,709千円 
 
 
 

 
 
 

 

【今後の取組】 
高品質常陸
牛生産対策
事業 

県内の和牛繁
殖農家又は繁
殖肥育一貫経
営農家 
県内酪農家 

儲かる畜産経営体の育成と本県畜
産業の振興を図るため、上記の取組に
加え、乳用牛等の借腹と和牛受精卵を
活用した子牛生産を支援することで、
高品質常陸牛の生産拡大に取り組ん
でいく。 
 

 
137,410千円 
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【前年度の
実施状況及
び成果】 

販路開拓チャ
レンジ事業費 

県 首都圏や県内のレストラン・卸売業
者等に対して、産地とのマッチングを
行うなど、県産農産物等の取扱いを推

進することで、生産者や６次産業化事
業者の販売力強化を図る。 
 

【前年度実績】 
・飲食店や仲卸業者等を対象にした
商談会の開催、商談会に参加した実
需者等の産地招へい、首都圏飲食店
でのメニューフェアの開催等を行
った結果、県産農畜水産物（常陸の
輝き、オーガニック野菜等）の販路
拡大につながった。 

・民間企業が持つ流通網を活用した

効率的な集荷体制について、県内生
産者に情報提供した。 
○商談会実績 

回数 対象 商談数 

第１回 農産物 24 

第２回 農産物 52 

第２回 ｵｰｶﾞﾆｯｸ農産物 42 

第３回 農産物・加工品 78 
 

 
27,284千円 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

【今後の取組】 
販路開拓チャ

レンジ事業費 

県 首都圏及び県内レストラン等に対
して、引き続き、県産農産物の取扱を

推進するとともに、大規模商談会にお
いて茨城ブースを出展するなど、販路
拡大に向けた支援を継続する。 
 

 
27,284千円 

【前年度の
実施状況及
び成果】 
いばらき農
林水産物イ
メージアッ

プ事業費 

県 県産農林水産物の認知向上を図る
ため、首都圏でのイベント開催や、民
間企業と連携した企画等の実施及び
県ポータルサイトによる情報発信を
通して効果的な PRを行う。 
 

【前年度実績】 
・大消費地の百貨店や量販店、ホテ

ル、飲食店などで茨城フェアを開催
した。 

・食品企業等と連携したフェアの開
催や、いばらき食と農のポータルサ
イトの管理運営及び情報発信を行
った。 

 

 
39,701千円 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 

 

【今後の取組】 
いばらき農
林水産物イ
メージアッ
プ事業費 

県 大消費地（首都圏、関西、北海道等）
の消費者をターゲットにした販売フ
ェア等を開催。 
食品企業等と連携したフェアの開

催や、いばらき食と農のポータルサイ

 
39,701千円 
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トにおける情報発信を実施。 
 

【前年度の

実施状況及
び成果】 
いばらき農
林水産物ブ
ランド確立
PR事業費 

県 重点５品目（イバラキング・恵水・

栗・常陸牛・常陸の輝き）における話
題性のある取組の推進等により、メデ
ィア露出機会を創出する。 
 

【前年度実績】 
 

品目 主な取組内容 

イ バ ラ

キング 

・表参道のポップアップカ

フェで、イバラキング半玉

の上に、豊富なトッピング

でオリジナルスイーツを

作れるカフェを期間限定

オープン 

恵水 ・幻の恵水プロジェクトの 

実施 

・夏休みの自由研究が終わ

っていない小学生や梨好

きの小学生が、「恵水」を

使い、梨を学べるワークシ

ョップを開催 

栗 ・笠間マロンコレクション

の開催 

・栗の奥深い魅力を茨城県

の栗で伝える和のアフタ

ヌーンティーを販売 

常陸牛・

常 陸 の

輝き 

・「2026 ワールドベースボ

ールクラシック」に合わ

せ、常陸牛を使った特別メ

ニューを提供するパブリ

ックビューイングを開催 

・メディアへの働きかけに

より、TBS「黄金のワンス

プーン！」番組内で、常陸

の輝きを取り上げ 

 

30,995千円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

【今後の取組】 
いばらき農

林水産物ブ
ランド確立
PR事業費 

県  

品目 主な取組内容（案） 

イ バ ラ

キング 

・メロンコンテスト受賞者 

 のイバラキングを活用し 

 た PRイベントの開催 

恵水 ・幻の恵水プロジェクトの 

実施 

栗 ・笠間マロンコレクション

の開催 

常陸牛・

常 陸 の

輝き 

・ブランド名や美味しさを

訴求する PRイベントの開

催  
 

 
30,995千円 
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【前年度の
実施状況及
び成果】 

いばらき農
林水産物ブ
ランド確立
販路開拓推
進事業費 

県 重点品目(イバラキング、恵水、栗、
常陸牛、常陸の輝き)のブランド確立
を図るため、高級果実店や百貨店、高

級レストランでの取扱いを推進する。 
 

【前年度実績】 
・重点５品目(イバラキング、恵水、
栗、常陸牛、常陸の輝き)について、
専門店や百貨店、レストラン等での
取扱いを推進し、ブランド化を進め
た。 

 
○重点５品目の取扱実績 
 

専
門
店
等 

イバラキング 14社 

恵水 16社 

栗 18社 

常陸牛 ５社 

常陸の輝き 15社 

百貨店 15店舗 

県内レストラン ９店舗 

 
33,831千円 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

【今後の取組】 
いばらき農
林水産物ブ
ランド確立
販路開拓推

進事業費 

県 フェア等における顧客・販売店ニー
ズを踏まえ、継続利用につながる提案
をしていく。 
また、フェアでは、重点５品目を中

心としながら、他の県産農産物も併せ

て提案・販売していく。 
 

 
34,131千円 

【今後の取組】 
県産品海外
市場展開戦
略プロモー
ション支援
事業費 
【新規】 

 

県 
 

 物価高騰の影響を受けている県内
事業者の多角的な収益基盤の確立と
持続的な成長の実現を図るため、海外
での県産品の認知向上と販路開拓に
向けた取組を支援する。 
(1)海外プロモーション拠点設置事業 
・米国の海外量販店等のスペースを
通年で借り上げ、継続的な販売フェ
アを開催 

(2)常陸牛集中プロモーション事業 

・カナダにおける常陸牛の認知向上
及び需要喚起に向けた消費者向け
プロモーションを実施 

(3)海外展示商談会出展支援事業 
・海外展示商談会に独自に茨城ブー
スを設置 

 
 

 
63,000千円 

【今後の取組】 
スマート農
業機器導入
強化対策事

農業者、 
農業者団体 

等 

労働生産性の高い農業構造への転
換に向けて、スマート農業技術の導入
を促して、生産性の向上や効率的な農
業経営の実践を図る。なお、本事業は

 
77,000千円 



42 
 

業 
【新規】 

産地の取り組みを支援する枠組みで
あることから、各市町村の地域農業再
生協議会やＪＡなどと連携して対応

していく。 
対象品目：いちご、ピーマン等 
補助対象：環境制御システム 

CO2発生装置 
自動換気装置 等 
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（11）農業技術の向上等  

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度 
最終予算額 

［千円］ 

今年度 
当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
戦略的研究開
発・普及強化
事業 
【再掲】 

県  国立研究開発法人や民間企業等と
の共同研究を推進しつつ、他県に先駆
けて ICT や AI 等を活用した先端技術
の開発と現地実証に取り組み、その普
及を加速することで、生産性や付加価
値の向上につなげ、儲かる農業の実現
を図る。 

 
【前年度実績】 
 以下の４課題について取り組んだ。 
①スマート農業技術を活用したイ
チゴの需要に合わせた生育・出荷

制御技術の開発（令和４～８年
度） 

②小玉スイカの安定生産技術の開
発（令和５～８年度） 

③クリ果実の長期冷蔵技術と焼き
栗の長期冷凍技術の開発（令和５
～８年度） 

④水田難防除雑草ナガエツルノゲ
イトウの防除技術開発（令和５～
８年度） 

 このうち、①の紙ポットを用いたイ
チゴ底面吸水育苗における培地冷却
効果と菌密度の関係の成果について、
指導機関が有効活用することで農家
の技術や経営改善が見込まれる主要
成果として、関係機関へ情報を提供
（５月中旬予定）。 

 

 
24,857千円 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【今後の取組】 

戦略的研究開
発・普及強化
事業 
【再掲】 

県 各研究課題は最終年度を迎えるこ

とから、先端技術の現地実装に向けて
研究及び成果の取りまとめに取り組
む。 

 

31,606千円 
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【前年度の実
施状況及び成
果】 

気候変動対策
関連事業 
（１）新品種育
成普及促進事
業費 

県 農業総合センターが作成する育種
目標に基づき、水稲・野菜・果樹・花
きの新品種を育成し、有望系統につい

ては地域適応性検定試験等を実施す
る。 
育成した新品種の普及定着及び種

苗の安定供給に向けて、現地展示ほの
設置や原種苗の生産を行う。 
 
【前年度実績】 
・令和８年度の品種登録出願に向け
て、現地適応性試験及び市場評価を
行った。 

 

 
4,370千円 

 

 
 
 
 
 
 
 

【今後の取組】 

気候変動対策
関連事業 
（１）新品種育
成普及促進事
業費 

 

県 引き続き、新品種の育成に取り組

み、普及・安定供給に向けた生産を
行う。 
 

 

5,409千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
気候変動対策
関連事業 

（２）特別電源
国補試験研究
費 
【再掲】 

県  県総合計画及び農業総合センター
中期運営計画等に基づき、かつ本県の
科学技術の振興及び農業振興に資す
るための、新品種・新技術の開発に係
る試験研究を実施する。 

 
【前年度実績】 

以下の令和７年度完了４課題を含
めた全 14課題について取り組んだ。 
①ICT を活用した本県産ハクサイ及
びダイコンの出荷予測技術の開
発（令和５年～７年度）[完了] 

②ゲノムワイドマーカーによる果
菜類の有用遺伝子集積系統の育
成（令和３年～７年度）［完了］ 

③トマト、ピーマンにおける ICT を
利用した環境制御及び周年安定

生産技術の開発（令和３～７年
度）［完了］ 

④茨城県産サツマイモの高品質周
年出荷のための非破壊選別シス
テム開発［完了］ 等 

 
このうち、①の秋冬どりハクサイの

簡易な出荷期予測シートの開発等の
計 20 成果について、農家等へ情報提
供や指導機関が有効活用することで
農家の技術や経営改善が見込まれる
主要成果として、インターネットでの

 
104,869千円 
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公開や関係機関へ情報を提供（５月中
旬予定）。 
 

【今後の取組】 
気候変動対策
関連事業 
（２）特別電源
国補試験研究
費【再掲】 

県 以下の新規１課題を含めた全 11 課
題について、課題推進計画書に基づ
き、先端技術の現地実装に向けて研究
に取り組む。 
・高温環境下に対応した抑制トマト
安定生産技術の確立（令和８～11
年度）［新規］      等 

 

 
87,656千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
農研機構との

包括連携協定 

県、 
国立研究開
発法人農業・
食品産業技

術総合研究
機構（農研機
構） 

 農業技術の向上を図るため、農研機
構との包括連携協定（平成 30 年３月
締結）に基づく相互の連携協力の下、
共同研究の推進、農研機構の研究成果

のいち早い普及、及び人材交流による
本県研究者の育成等を実施する。ま
た、この推進に当たり、以下の項目に
ついて必要な支援措置内容等を検討

する協議会を設置。 
①先端技術を活用した経営の効率化・
省力技術の開発 

②農産物の差別化や輸出促進に寄与
する共同研究成果の活用 

③いばらき農業アカデミーへの参画
や研究員の交流等による人材育成 

 
【前年度実績】 
・令和７年８月６日、令和８年３月 16
日に協議会を開催し、共同研究課題
計 26課題（畜産含む）の実施状況、
農研機構の成果を活用した研究課
題８課題、重要連携テーマ※におけ
る今後の取組等について協議した。 

※①スマート農業の進展に向けた取組、②地

域資源を活かした取組、③有機農業等の推

進や地球温暖化に対応した取組、④その他

（サツマイモ基腐病） 

 

 
－ 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【今後の取組】 
農研機構との
包括連携協定 

県、 
国立研究開
発法人農業・
食品産業技
術総合研究
機構（農研機
構） 
 

令和８年度は７月下旬から８月上
旬に連携協議会を開催予定であるこ
とから、研究成果の迅速な社会実装に
向けて、引き続き、共同研究課題の実
施状況や今後の取組等について協議
する。 

 
－ 
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【今後の取組】 
園芸産地高温
対策事業 

【新規】 

農業者 等 近年の高温環境における施設園芸
品目の安定生産技術を推進するため、
ハウスの換気装置、遮光・遮熱資材、

冷却技術の複数技術の導入を支援す
る。 
・事業主体：施設園芸経営体 
・対象品目：施設野菜、施設花き 
・対象経費： 
①換気（換気装置等） 
②遮光・遮熱（遮光・遮熱ネット等） 
③冷却（ヒートポンプ、細霧冷房等） 
※①と②の取組は必須 

・補助率：1/3以内 
 

 
503,000千円 

【今後の取組】 

畜舎暑熱対策
支援事業 
【新規】 

畜産農家 等 夏季の高温等の暑熱環境下におけ

る家畜の生産性の低下を軽減するた
め、家畜を飼養する畜舎内の温度を下
げるのに有効な設備等の導入を支援
する。 
  

 

107,000千円 
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（12）農村及び中山間地域等の総合的な振興 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度 
最終予算額 

［千円］ 

今年度 
当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
都市農村交流
推進事業 

県  都市農村交流に係る人材育成や農
泊（農山漁村滞在型旅行）の受入れ体
制整備を推進する。 
 
【前年度実績】 
・農村地域活性化人材育成講座 
全７回 受講者 30名 

・農泊・都市農村交流活性化セミナー 
全２回 延べ 20名 
 

 
8,390千円 

 
 
 
 
 

 

【今後の取組】 
都市農村交流
推進事業 

県 農村地域活性化のため、引き続き、
活動の実践に係る人材育成や農泊の
受入れ体制整備を推進する。 

 
8,658千円 

 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
中山間地域等
直接支払交付

金事業 

農業者 等 
 

農業生産条件が不利な中山間地域
等において、農業者や生産組織等が、
農地や道路・水路の適切な管理の方針
や集落の目指すべき農業生産体制、ま
た、その実現のために取り組む活動に

ついて話し合いを行い、これらの内容
を集落協定又は個別協定として締結
し、この協定に基づいて５年以上継続
して農業生産活動を実施する場合に、
農地の不利性や面積に応じた交付金
を交付する。 
 

【前年度実績】 
９市町 72集落協定 437ha 
 

 
35,980千円 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

【今後の取組】 
中山間地域等

直接支払交付
金事業 

農業者 等 
 

本事業を実施することで、農地の維
持管理や耕作放棄地の発生防止に貢

献していることから、引き続き中山間
地域等、条件不利地域の農業生産活動
を支援する。 
 

 
40,650千円 
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【前年度の実
施状況及び成
果】 

多面的機能支
払交付金 
【再掲】 

農業者、 
地域住民 等 

農地・農業用水等の資源や農村環境
を保全していくため、農業者と地域住
民が一体となって行う、農業用用排水

路等の保全管理活動（草刈り、水路の
補修等）や農村地域の環境保全活動
（生態系保全活動、水質保全、景観形成
活動等）を支援する。 
 

【前年度実績】 
全 44市町村 718組織 44,027ha 
 

 
1,626,614 

千円 

 
 

 

【今後の取組】 
多面的機能支
払交付金 
【再掲】 

農業者、 
地域住民 等 

今後も農業者の減少が予想される
ことから、引き続き、当事業を活用し、
地域が行う農地や水路、農道などの維
持・管理の取組を推進する。 

 
1,626,368 
   千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 

中山間地域総
合整備事業 

県 農業生産条件の不利な中山間地域
において、平野部と均衡のとれた農村
地域社会の形成を図るため、農業生産

基盤（ほ場整備、農業用用排水施設、
農道など）と農村生活環境基盤（集落
道、集落排水施設など）を一体的に整
備する。 
 

【前年度実績】 
高萩地区（高萩市） 付帯工一式 

 

 
62,288千円 
 

 
 
 
 
 

 

【今後の取組】 
中山間地域総
合整備事業 

県 中山間地域の生産基盤整備をする
ことにより農業振興につながること
から、引き続き、関係機関と連携を図
りながら推進する。 

 

 
69,158千円 
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（13）鳥獣による被害の防除 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度 
最終予算額 

［千円］ 

今年度 
当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
鳥獣被害防止
総合対策事業 

県、 
市町村 等 
 

鳥獣被害防止計画に基づき、市町村
等が取り組む農作物被害防止対策を、
国及び県補助金により支援する。 
 

【前年度実績】 
・捕獲罠の購入や侵入防止活動 

補助先：14市町等 

・電気柵等侵入防止施設の整備 
補助先：23市町村等 

・有害な鳥獣の捕獲活動 
補助先：18市町村等 

・野生鳥獣による農作物被害対策研修

会の開催（県実施）９回 延 183 名 
・鳥獣被害防止対策に係る鳥類捕獲
（県実施）捕獲実績：3,290羽（R7） 

＜野生鳥獣による農作物被害（単位：百万円）＞ 
 

年度 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 
被害 

金額 602 469 458 450 397 357 323 378 

 
115,237千円 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 

【今後の取組】 
鳥獣被害防止
総合対策事業 

県、 
市町村等 
 

鳥獣被害防止計画に基づき、市町村
等が取組む農作物被害防止対策を、国
及び県補助金により支援する。 
・捕獲罠の購入や侵入防止活動 

・電気柵等侵入防止施設の整備 
・有害な鳥獣の捕獲活動 
・野生鳥獣による農作物被害対策研
修会の開催（県実施） 

・鳥獣被害防止対策に係る鳥類捕獲
（県実施） 

 
206,372千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
イノシシ管理
計画推進事業 

県 
 
 
 

茨城県イノシシ管理計画に基づく
個体数管理や被害防除対策を実施 
 

【前年度実績】 
・生息状況調査（県央・鹿行・県南・
県西 21市町） 

・県央・鹿行地域で 245頭を捕獲 
・放射性物質検査 12件 
 

 

13,605千円 
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【今後の取組】 
イノシシ管理
計画推進事業 

県 茨城県イノシシ管理計画に基づく
個体数管理や被害防除対策を実施 
・生息状況調査 

・イノシシ捕獲事業（県央・鹿行） 
・放射性物質検査 
 

 
20,420千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
有害鳥獣等緊
急対策事業 

県 
 
 

 イノシシ生息域の拡大防止のため
捕獲実績の少ない市町村において個
体数管理や被害防除対策を実施 
 
【前年度実績】 
・認定事業者育成研修会 １回（44名） 
・県西地域で 80頭を捕獲 
 

 

3,610千円 

 
 
 

 

【今後の取組】 
有害鳥獣等緊
急対策事業 

県 茨城県イノシシ管理計画に基づく
個体数管理や被害防除対策を実施 
・認定事業者育成 
・イノシシ捕獲事業（県西） 
 

 
6,400千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
ニホンジカ対
策推進事業 

県 
 

 茨城県ニホンジカ管理方針に基づ
く個体数管理や被害防除対策を実施 
 
【前年度実績】 
・ニホンジカ管理計画の策定 
・技術向上研修会 1回 82名 
 

 
2,036千円 

 
 
 

 

【今後の取組】 
ニホンジカ対
策推進事業 

県 茨城県ニホンジカ管理計画に基づ
く被害防除対策を実施 
・目撃情報及び捕獲報償金 
・技術向上研修会 
 

 
1,805千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
有害鳥獣等緊
急対策事業 
【再掲】 

県 
 
 
 
 

指定管理鳥獣捕獲等事業に基づく
個体数管理を実施 
 

【前年度実績】 
・生息状況調査（県北・県西） 
・推定個体数調査 
・認定事業者育成研修会 1回（44名） 
・ニホンジカ捕獲事業（県北）で３頭
を捕獲 

 

 
11,611千円 
 
 

 

【今後の取組】 
有害鳥獣等緊
急対策事業 
【再掲】 

県 茨城県ニホンジカ管理計画に基づ
く被害防除対策を実施 
・生息状況調査（県南・県西） 
・ニホンジカ捕獲事業（県北） 
 

 
10,188千円 
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【前年度の実
施状況及び成
果】 

特定外来生物
調査費 

県 茨城県アライグマ防除実施計画に
基づく防除等の実施 
 

【前年度実績】 
・生息状況調査（44市町村） 
・アライグマ殺処分委託 2,997頭 
・従事者講習会 3回 108名 
・箱わな購入 70基 
 

 
10,147千円 
 

 
 
 

 

【今後の取組】 
特定外来生物
調査費 

県 茨城県アライグマ防除実施計画に
基づく防除等の実施 
・生息状況調査 
・アライグマ殺処分委託 
・従事者講習会 
・箱わな購入 

 

 
12,977千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 

鳥獣保護対策
費（有害鳥獣
捕獲費） 

県 カラスの捕獲に要する経費の助成 
 

【前年度実績】 

・茨城県猟友会のカラスの捕獲業務
（延べ従事者 1,157人、捕獲数 4,699
羽）の経費（散弾）の一部に補助 

 

 
1,500千円 

 

 
 

【今後の取組】 
鳥獣保護対策
費（有害鳥獣

捕獲費） 

県 カラスの捕獲に要する経費の助成 
 

・茨城県猟友会のカラス類の捕獲業務

の経費（散弾）の一部に補助 
 

 
1,500千円 
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（14）自然災害等による被害の防止及び復旧支援等 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度 
最終予算額 

［千円］ 

今年度 
当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
農業用ハウス
強靭化緊急対
策事業 

県、 
市町村 等 
 

 園芸産地において、地域ぐるみでの
事業継続計画（BCP）を策定し、BCP の
実行に必要な体制整備や施設の台風
被害対策技術の習得、ハウスの補強や
防風ネット設置等を支援する。 
 
【前年度実績】 

・BCP策定及び更新面積 22.96 ha 
・園芸用ﾊｳｽ補強設置面積 10.69 ha 
・非常用電源導入 １台（共同利用面
積 1.42ha） 

 

 
8,785千円 

 
 
 

 

【今後の取組】 
農業用ハウス
強靭化緊急対
策事業 
 

県、 
市町村 等 
 

引き続き、事業を推進し、農業用ハ
ウスの強靭化対策等を加速する。 

 
9,262千円 

【前年度の実
施状況及び成

果】 
家畜伝染病予
防事業 

県、 
畜産農家 

 等 

家畜伝染病の発生予防及びまん延
防止のため、家畜伝染病検査体制の強

化及び危機管理体制の整備を行う。 
 

【前年度実績】 
・豚熱の発生を予防するため、県内の
豚飼養農家延べ 5,208 戸（飼養豚
795,137 頭）に対し、豚熱ワクチン
の接種を実施した。 

・高病原性鳥インフルエンザが発生し
た鶏飼養農家１戸に対し、迅速に防
疫措置を実施した。 

 （1,568百万円 専決処分） 
 

 
2,435,432 

千円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【今後の取組】 
家畜伝染病予
防事業 

県、 
畜産農家 

 等 

引き続き、家畜伝染病の発生予防及
びまん延防止の強化に取り組む。 

 
370,763千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
災害復旧事業 

市町村、 
土地改良区 

等 
 

 地震や大雨等の異常な天然現象に
より被災を受けた農業用施設の復旧
を支援する。 
 
【前年度実績】 
・令和７年度被災 該当なし 

 
－ 
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【今後の取組】 
災害復旧事業 

市町村、 
土地改良区 
 

異常な天然現象により被災があっ
た際には、速やかに諸手続を行い、復
旧を支援する。 

 
76,515千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
田んぼダム促
進緊急対策事
業 

土地改良区 
水利組合 等 

 近年の頻発・激甚化する水害リスク
に備えるため、水田に降った雨水を一
時的に水田に貯める「田んぼダム」の
取組を支援することで、流域治水や内
水氾濫対策を図る。 
 
【前年度実績】 
・田んぼダム用落水桝設置等 1,416ha 
 

 
642,158千円 
 
 
 

 

【今後の取組】 

田んぼダム促
進緊急対策事
業 

土地改良区 

水利組合 等 

流域治水対策のひとつとして、田ん

ぼダムの取組を引き続き促進してい
く。 

 

698,400千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
農業近代化資
金利子補給金 
【再掲】 

農協等の融
資機関 

 農業者の安定的な農業経営の確立
に資するため、長期運転資金や機械・
施設の取得等幅広い用途に利用可能
な農業近代化資金を貸し付けた融資
機関に対して、利子補給を行う。 
 
【前年度実績】 
・利子補給率    1.25％ 
・貸付利率  1.80％～2.70％ 

・利子補給額   58,304千円 
 

 
59,431千円 
 
 
 
 
 
 
 

【今後の取組】 
農業近代化資
金利子補給金 
【再掲】 
 

農協等の融
資機関 

農協等と連携して制度の周知に努
め、資金の円滑な融通を図る。 

 
78,085千円 

 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
農業保険等 
の普及啓発 

【再掲】 

県、 
農業共済団
体 

自然災害による農作物被害の発生
や価格下落等の様々な経営リスクに
対応するため、農業共済団体や市町村
等と連携し、収入保険や各種共済制度
の加入を促進する。 

 
【前年度実績】 
○農業保険制度の周知等 

・農業者等が参集する会議等における
周知（計 45回） 

・県内のコンビニエンスストアへのチ
ラシ設置 

○国に対する要望 

・全国知事会と連携した保険料等の国
の負担割合引上げ等に係る要望 

○収入保険の加入状況 

 
521千円 
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・2,250経営体 

（対前年同期比▲3経営体、▲0.01%） 
 

 
 
 

【今後の取組】 
農業保険等 
の普及啓発 
【再掲】 

県、 
農業共済団
体 

引き続き、様々な機会をとらえて制
度の周知を図るとともに、全国知事会
と連携し、国に対して保険料等の国の
負担割合の引上げ等に係る要望を行
う。 

 
482千円 

 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
農林漁業災害
対策特別措置
条例 

県、 
市町村、 
農林漁業者 

等 
 
 

 災害が発生し、被害が甚大で複数市
町村にわたる場合には、市町村等関係
機関と対策を協議するなどして、茨城
県農林漁業災害対策特別措置条例又
は天災融資法を適用し、経営資金等の
融資や被害農作物の樹草勢回復用肥

料、病害虫防除用薬剤の購入費補助等
により、被害農業者等の復旧を支援す
る。 
 
【前年度実績】 
・本条例の適用災害なし。 
 

 
補助 
5,820千円 

融資 
1,716千円 

 

 
 
 
 
 
 

 

【今後の取組】 
農林漁業災害
対策特別措置
条例 

県、 
市町村、 
農林漁業者 

等 

 

災害が発生した際に、早期の復旧・
復興が進むよう支援に取り組む。 

 
補助 
5,820千円 

融資 

1,716千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
茨城県農林水
産業被害調査
報告 

県  農林水産業に係る被災状況を把握
し、復旧に向けた迅速な対応を行うた
め、県及び市町村が行う農林水産業に
係る被害の状況を取りまとめ、被害程
度に応じて公表する。 
 
【前年度実績】 

以下の農林水産業関係の被害につ
いて調査した。 
・令和７年台風第 15号 
・令和７年９月強風､大雨 等 

 

 
－ 

 
 
 
 
 
 

 

【今後の取組】 
茨城県農林水
産業被害調査
報告 

県 農業経営の安定のためには、災害復
旧支援を迅速に行うことが必要であ
るため、引き続き速やかな農林水産業
に係る被害状況の把握及び取りまと
めを行い、被害程度に応じて公表す
る。 
 

 
－ 
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【前年度の実
施状況及び成
果】 

サツマイモ基
腐病まん延防
止緊急対策事
業 

県 
ひたちなか
市農業再生

協議会 

サツマイモ基腐病の発生に備え、速
やかに防疫措置を講じる体制を整備
する。 

 
【前年度実績】 
本病の発生に備え、関係機関と体制

整備を行った。 
11 月にひたちなか市において本病

の発生を確認したため、発病リスクの
高いエリアにおいて防疫措置を実施
した。また、当該エリアにほ場を有す
る生産者が行う以下の取組を支援し
た。 
・健全な種苗の利用 
・種いも及び苗の消毒 

・植付ほ場への土壌消毒 
（土壌混和剤） 

 
61,454千円 

【今後の取組】 
サツマイモ基
腐病まん延防
止緊急対策事
業 

県 
ひたちなか
市農業再生
協議会 

サツマイモ基腐病の発生に備え、速
やかに防疫措置を講じる体制を整備
するとともに、発生地周辺ほ場におけ
る防除対策を徹底する。 
・植付後の薬剤散布（３回） 
 

 
13,426千円 

 
 
 

  



56 
 

（15）地域内の農業者と消費者との循環型ネットワークづくり 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度 
最終予算額 

［千円］ 

今年度 
当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
農政企画費 

県 農業関係者等が一丸となって茨城
農業を発展させていくため、「儲かる
農業」の実現に向けた施策展開に必要
な調査・分析等を行う。 
また、消費者が農業者を支える循環

型ネットワークを実現するため、SNS
を活用した情報発信等により、消費者

の意識醸成を図る。 
 

【前年度実績】 
・SNS を活用し、本県農林水産物の魅
力を発信 

 投稿数 327件 
 

 
3,979千円 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

【今後の取組】 
農政企画費 

県 引き続き、調査・分析に基づき各地
域の特色を活かした施策の効果的な
展開を図るとともに、積極的な情報発
信により消費者の地域農業への理解
促進に取り組む。 

 
4,880千円 
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（16）県産農畜産物の利用の促進等 

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度 
最終予算額 

［千円］ 

今年度 
当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
「茨城をたべ
よう」県産品
販売・PR促進
事業 

県  「茨城をたべよう」をキャッチフレ
ーズに県産食材の魅力を広め、認知度
向上や販売促進に取り組む。 
 
【前年度実績】 
・県産農林水産物の消費拡大を図るた
め、「いばらき食の魅力発信協議会」

を中心に、本県農林水産物を県内外
に広く PRし、消費拡大を推進した。 

・「茨城県農林水産物取扱指定店」を指
定し、優れた県産農林水産物の国内
外での県内利用促進を図った。 

＜実績＞  
販売店：カスミ、サンユーストアー、

セイミヤ、マルト、イオン
他   計 284店舗 

 飲食店：OGAWA Miami、常陸秋そば使
用店、常陸牛推奨店、地魚
取扱店他 計 229店舗 

 

 
4,110千円 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

【今後の取組】 
「茨城をたべ
よう」県産品
販売・PR促進
事業 

県 県産農林水産物の消費拡大を図る
ため、「いばらき食の魅力発信協議会」
を中心に、本県農林水産物を県内外に
広く PRし、消費拡大を推進する。 
「茨城県農林水産物取扱指定店」を
指定し、優れた県産農林水産物の国内
外での県内利用促進を図る。 

 
4,110千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 

茨城をたべよ
う収穫祭開催
事業費 

県  本県が誇る豊富な農林水産物を広
く発信する食のイベントを都内で開
催し、県産農林水産物の更なる認知向

上と販売促進を図る。 
 
【前年度実績】 
１ 開催期日：令和７年 10月４日(土)、

５日(日) 
２ 場  所：駒沢オリンピック公園 
３ 来場者数：約 58,000人 
 

 
51,595千円 
 

 
 
 
 

 

【今後の取組】 
茨城をたべよ
う収穫祭開催

県 １ 開催期日：令和８年 11月 21日（土）、 
       22日（日）、23日（月） 
２ 場  所：駒沢オリンピック公園 

 
88,455千円 
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事業費 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
各種研修の充
実 

県 【前年度実績】 
・食育推進指導者研修会を開催し、学
校給食に地場産物を使用し、食に関
する指導の「生きた教材」として活
用することは、地域の自然や文化、
産業等に関する理解を深めるとと
もに、生産者の努力や食に関する感
謝の念を育む上で重要であること
について周知した。 

※毎年開催している栄養教諭研修会
について、R7年度は第２回全国学校

給食・栄養教諭研究協議大会を開催
したため、その大会を代替の研修と
した。 

 

 
－ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

【今後の取組】 
各種研修の充
実 

県 引き続き、栄養教諭等研修会及び食
育推進指導者研修会を開催し、学校給
食に地場産物を使用し、食に関する指
導の「生きた教材」として活用するこ
とは、地域の自然や文化、産業等に関
する理解を深めるとともに、生産者の
努力や食に関する感謝の念を育む上
で重要であることについて周知して

いく。 
栄養教諭等研修会において、県内の

有機農産物の生産状況、学校給食で活
用した事例等について周知し、学校給

食における有機農産物の活用促進に
努めていく。 

 
275千円 
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（17）食育を通じた県民と農業者等との相互理解の促進等  

事業名 事業主体 事業の内容 

前年度 
最終予算額 

［千円］ 

今年度 
当初予算額 
［千円］ 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
児童生徒の食
育推進事業 

県 
 
 

【前年度実績】 
・県内の小中高校生を対象とした「つ
くろう料理コンテスト」を開催し、
児童生徒が地場産物を活用した献
立を考え調理することを通して、食
に関する正しい知識と望ましい食
習慣を身に付けることができるよ

う、学校・家庭・地域が連携した啓
発活動の充実により、食育の推進を
図った。 

・「つくろう料理コンテスト」応募総数 
 3,803 通 

 

 
60千円 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

【今後の取組】 
児童生徒の食
育推進事業 

県 引き続き、県内の小中高校生を対象
とした「つくろう料理コンテスト」を
開催し、児童生徒が地場産物を活用し
た献立を考え調理することを通して、
食に関する正しい知識と望ましい食
習慣を身に付けることができるよう、

学校・家庭・地域が連携した啓発活動
の充実により、食育の推進を図る。 
 

 
128千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
総合ごみ減量
化対策事業 

県 【前年度実績】 
・食品ロス削減キャンペーンの実施 

県民の家庭における食品ロス削
減の取組を行う契機を創出するた
め、啓発パンフレット兼食品ロス記
録シートを作成し、家庭系食品ロス
削減のキャンペーンを実施した 
キャンペーン参加により食品ロ

スが減ったと思う割合：76％ 

・いばらき食べきり協力店の募集 
 飲食店・宿泊施設等で食べきり促
進に関する取組をする店舗を対象
に登録し、登録証、オリジナルステ
ッカー等を配布。 
登録店舗数：148店舗 

・食品ロス削減月間(10月）での啓発 
 イオンモール水戸内原にて食品
ロス削減ブース設置や、「CHALLENGE 
IBARAKI」によるケーブルテレビ用
番組の作成、広報「ひばり」での特
集記事を掲載。 

 
1,257千円 
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【今後の取組】 
総合ごみ減量
化対策事業 

県 食品ロス削減対策として下記事業
を実施、食品関連事業者と連携し取組
を拡大することで県民意識の醸成を

図る。 
・食品ロス削減キャンペーンの実施 
・いばらき食べきり協力店の募集 
・食品ロス削減月間(10月）での啓発 
 

 
1,257千円 

【前年度の実
施状況及び成
果】 
いばらきフー
ドロス削減プ
ロジェクト推
進事業 

 

県 
 
 

事業系フードロスを削減するため、
賞味期限間近の食品や規格外農作物
の活用を促進するとともに、食品業界
と連携した取組を推進する。 
 

【前年度実績】 
・フードロスの削減 

削減量（令和７年度）約 109トン 
・マッチング支援コーディネート窓口
（令和４年６月～令和８年３月） 
相談件数：317件 
マッチング件数：66件 

・いばらきフードロス削減取組宣言
（令和７年７月～） 
食品関連事業者等による取組を宣
言としてＰＲする制度を創設 
宣言事業所数：905事業所 

・いばらきフードドライブキャンペー

ン（令和７年 10～11月） 
県内一斉にフードドライブの認知
と食品寄附を呼びかけ 
受入箇所数：378箇所 

・食品製造工程で発生する残渣のリサ

イクル支援 
飼料等へのリサイクルに必要とな
る設備等の整備を支援：２件 

 

 
14,025千円 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

【今後の取組】 
いばらきフー
ドロス削減プ

ロジェクト推
進事業 

県 事業系フードロスを削減するため、
賞味期限間近の食品や規格外農作物
の活用を促進するとともに、食品業界

と連携した取組を推進する。 
 
・マッチング支援コーディネート窓口
の運営 

・いばらきフードロス削減取組宣言の
募集 

・フードドライブキャンペーンの実施 
 

 
 5,510千円 

 

 

 
 
 
 
 



61 
 

４ その他 

○ 条例の改廃の必要性について検討するため、下記の事項について記載すること。 

１ 条例に関連する法令等の制定・改廃の動向 

    ─ 

２ 国・県における施策の見直し等の動向 

   食料・農業・農村基本法改正 

   （改正食料・農業・農村基本法が令和６年６月５日に公布・施行） 

３ 条例の運用上の課題 

   ─ 

４ 条例の改廃の必要性の有無 

   無 

５ その他 

   ─  


